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(57)【要約】
【課題】　被処理部材（半導体ウエハなど）に機械的又
は化学的な処理を施す際に、高い接着力により被処理部
材を仮支持できるとともに、処理済部材に損傷を与える
ことなく、処理済部材に対する仮支持を容易に解除でき
る、半導体装置製造用仮接着剤、並びに、それを用いた
接着性支持体、及び、半導体装置の製造方法を提供する
。
【解決手段】（Ａ）アルカリ溶液に実質的に不溶であり
、側鎖にラジカル重合性基を有する高分子化合物、（Ｂ
）ラジカル重合性モノマー、及び、（Ｃ）光ラジカル重
合開始剤を含有する、半導体装置製造用仮接着剤、並び
に、それを用いた接着性支持体、及び、半導体装置の製
造方法。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）側鎖にラジカル重合性基を有する高分子化合物、（Ｂ）ラジカル重合性モノマー
、及び、（Ｃ）熱ラジカル重合開始剤を含有する、半導体装置製造用仮接着剤。
【請求項２】
　前記高分子化合物（Ａ）が、前記ラジカル重合性基として、下記一般式（１）で表され
る基、下記一般式（２）で表される基、及び下記一般式（３）で表される基からなる群よ
り選ばれる１種以上の基を有する、請求項１に記載の半導体装置製造用仮接着剤。
【化１】

（式中、Ｘ及びＹはそれぞれ独立に、酸素原子、硫黄原子又は－Ｎ（Ｒ１２）－を表す。
Ｚは酸素原子、硫黄原子、－Ｎ（Ｒ１２）－又はフェニレン基を表す。Ｒ１～Ｒ１２はそ
れぞれ独立に、水素原子又は１価の置換基を表す。）
【請求項３】
　前記高分子化合物（Ａ）が、前記ラジカル重合性基として、上記一般式（１）で表され
る基を有する、請求項２に記載の半導体装置製造用仮接着剤。
【請求項４】
　前記熱ラジカル重合開始剤（Ｃ）の熱分解温度が１３０℃～２５０℃である、請求項１
～３のいずれか１項に記載の半導体装置製造用仮接着剤。
【請求項５】
　前記熱ラジカル重合開始剤（Ｃ）が非イオン性の熱ラジカル重合開始剤である、請求項
１～４のいずれか１項に記載の半導体装置製造用仮接着剤。
【請求項６】
　更に、（Ｄ）光ラジカル重合開始剤を含む、請求項１～５のいずれか１項に記載の半導
体装置製造用仮接着剤。
【請求項７】
　前記光ラジカル重合開始剤（Ｄ）が非イオン性の光ラジカル重合開始剤である、請求項
６に記載の半導体装置製造用仮接着剤。
【請求項８】
　前記高分子化合物（Ａ）が、酸基を有さない、請求項１～７のいずれか１項に記載の半
導体装置製造用仮接着剤。
【請求項９】
　基板と、前記基板上に、請求項１～８のいずれか１項に記載の半導体装置製造用仮接着
剤により形成された接着性層とを有する接着性支持体。
【請求項１０】
　被処理部材の第１の面と基板とを、請求項１～８のいずれか１項に記載の半導体装置製
造用仮接着剤により形成された接着性層を介して接着させる工程、
　前記被処理部材の前記第１の面とは異なる第２の面に対して、機械的又は化学的な処理
を施し、処理済部材を得る工程、及び、
　前記接着性層から前記処理済部材の第１の面を脱離する工程
を有する、前記処理済部材を有する半導体装置の製造方法。
【請求項１１】
　前記被処理部材の第１の面と基板とを前記接着性層を介して接着させる工程の前に、前
記接着性層の、前記被処理部材の第１の面に接着される面に対して、前記活性光線若しく
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は放射線又は熱を照射する工程を更に有する、請求項１０に記載の半導体装置の製造方法
。
【請求項１２】
　被処理部材の第１の面と基板とを前記接着性層を介して接着させる工程の後、かつ、前
記被処理部材の前記第１の面とは異なる第２の面に対して、機械的又は化学的な処理を施
し、処理済部材を得る工程の前に、前記接着性層を５０℃～３００℃の温度で加熱する工
程を更に有する、請求項１０又は１１に記載の半導体装置の製造方法。
【請求項１３】
　前記接着性層から前記処理済部材の第１の面を脱離する工程が、前記接着性層に剥離液
を接触させる工程を含む、請求項１０～１２のいずれか１項に記載の半導体装置の製造方
法。
【請求項１４】
　前記被処理部材が、被処理基材と、前記被処理基材の第１の面の上に設けられた保護層
とを有してなり、
　前記保護層の、前記被処理基材とは反対側の面を、前記被処理部材の前記第１の面とし
、
　前記被処理基材の前記第１の面とは異なる第２の面を、前記被処理部材の前記第２の面
とする、請求項１０～１３のいずれか１項に記載の半導体装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体装置製造用仮接着剤、並びに、それを用いた接着性支持体、及び、半
導体装置の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ＩＣやＬＳＩなどの半導体デバイスの製造プロセスにおいては、通常、半導体シ
リコンウエハ上に多数のＩＣチップが形成され、ダイシングにより個片化される。
　電子機器の更なる小型化及び高性能化のニーズに伴い、電子機器に搭載されるＩＣチッ
プについても更なる小型化及び高集積化が求められているが、シリコン基板の面方向にお
ける集積回路の高集積化は限界に近づいている。
【０００３】
　ＩＣチップ内の集積回路から、ＩＣチップの外部端子への電気的な接続方法としては、
従来より、ワイヤーボンディング法が広く知られているが、ＩＣチップの小型化を図るべ
く、近年、シリコン基板に貫通孔を設け、外部端子としての金属プラグを貫通孔内を貫通
するように集積回路に接続する方法（いわゆる、シリコン貫通電極（ＴＳＶ）を形成する
方法）が知られている。しかしながら、シリコン貫通電極を形成する方法のみでは、上記
した近年のＩＣチップに対する更なる高集積化のニーズに充分応えられるものではない。
【０００４】
　以上を鑑み、ＩＣチップ内の集積回路を多層化することにより、シリコン基板の単位面
積当たりの集積度を向上させる技術が知られている。しかしながら、集積回路の多層化は
、ＩＣチップの厚みを増大させるため、ＩＣチップを構成する部材の薄型化が必要である
。このような部材の薄型化としては、例えば、シリコン基板の薄型化が検討されており、
ＩＣチップの小型化につながるのみならず、シリコン貫通電極の製造におけるシリコン基
板の貫通孔製造工程を省力化できることから、有望視されている。
【０００５】
　半導体デバイスの製造プロセスに用いられる、半導体シリコンウエハとしては、約７０
０～９００μｍの厚さを有するものが広く知られているが、近年、ＩＣチップの小型化等
を目的に、半導体シリコンウエハの厚さを２００μｍ以下となるまで薄くすることが試み
られている。
　しかしながら、厚さ２００μｍ以下の半導体シリコンウエハは非常に薄く、ひいては、
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これを基材とする半導体デバイス製造用部材も非常に薄いため、このような部材に対して
更なる処理を施したり、あるいは、このような部材を単に移動したりする場合等において
、部材を安定的に、かつ、損傷を与えることなく支持することは困難である。
【０００６】
　上記のような問題を解決すべく、表面にデバイスが設けられた薄型化前の半導体ウエハ
と加工用支持基板とをシリコーン粘着剤により仮接着し、半導体ウエハの裏面を研削して
薄型化した後に、半導体ウエハを穿孔してシリコン貫通電極を設け、その後、半導体ウエ
ハから加工用支持基板を脱離させる技術が知られている（特許文献１参照）。この技術に
よれば、半導体ウエハの裏面研削時の耐研削抵抗、異方性ドライエッチング工程などにお
ける耐熱性、メッキやエッチング時の耐薬品性、最終的な加工用支持基板とのスムースな
剥離と低被着体汚染性を同時に達成することが可能であるとされている。
【０００７】
　また、ウエハの支持方法としては、ウエハを支持層システムにより支持する方法であっ
て、ウエハと支持層システムとの間に、プラズマ堆積法により得られるプラズマポリマー
層を分離層として介装させて、支持層システムと分離層との間の接着結合を、ウエハと分
離層との間の接合結合より大きくなるようにし、ウエハを支持層システムから脱離する際
に、ウエハが分離層から容易に脱離するように構成した技術も知られている（特許文献２
参照）。
【０００８】
　また、ポリエーテルスルホンと粘性付与剤を使用して、仮接着を行い、加熱により仮接
着を解除する技術が知られている（特許文献３参照）。
　また、カルボン酸類とアミン類からなる混合物により、仮接着を行い、加熱により仮接
着を解除する技術も知られている（特許文献４参照）。
　また、セルロースポリマー類等からなる接合層を加温した状態で、デバイスウエハと支
持基板を圧着することで接着させて、加温して横方向にスライドすることによりデバイス
ウエハを支持基板から脱離する技術が知られている（特許文献５参照）。
【０００９】
　また、シンジオタクチック１，２－ポリブタジエンと光重合開始剤からなり、放射線の
照射により接着力が変化する粘着フィルムが知られている（特許文献６参照）。
　更に、ポリカーボネート類からなる接着剤により、支持基板と半導体ウエハとを仮接着
し、半導体ウエハに対して処理を行った後、照射線を照射し、次いで、加熱することによ
り、処理済の半導体ウエハを支持基板から脱離する技術が知られている（特許文献７参照
）。
【００１０】
　また、側鎖にエネルギー線重合性不飽和基を有するエネルギー線硬化型共重合体と、エ
ポキシ樹脂と、熱活性型潜在性エポキシ樹脂硬化剤とからなる粘接着剤組成物から形成さ
れている粘接着層からなり、放射線の照射により接着力が変化する粘接着テープが知られ
ている（特許文献８参照）。
　類似の技術として、重量平均分子量が３万～２００万であって、不飽和炭化水素基を有
するアクリル重合体、不飽和炭化水素基を有するエポキシ系熱硬化性樹脂、及び、熱硬化
剤を含む粘接着剤組成物も知られている（特許文献９参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２０１１－１１９４２７号公報
【特許文献２】特表２００９－５２８６８８号公報
【特許文献３】特開２０１１－２２５８１４号公報
【特許文献４】特開２０１１－０５２１４２号公報
【特許文献５】特表２０１０－５０６４０６号公報
【特許文献６】特開２００７－０４５９３９号公報
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【特許文献７】米国特許公開２０１１／０３１８９３８号明細書
【特許文献８】特開平８－５３６５５号公報
【特許文献９】特開２００９－１７３７９６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　ところで、デバイスが設けられた半導体ウエハの表面（すなわち、デバイスウエハのデ
バイス面）と支持基板（キャリア基板）とを、特許文献１等で知られている粘着剤からな
る層を介して仮接着する場合には、半導体ウエハを安定的に支持するべく、粘着剤層には
一定の強さの粘着度が要求される。
　そのため、半導体ウエハのデバイス面の全面と支持基板とを粘着剤層を介して仮接着す
る場合においては、半導体ウエハと支持基板との仮接着を充分なものとし、半導体ウエハ
を安定的に、かつ、損傷を与えることなく支持しようとする程、反面、半導体ウエハと支
持基板との仮接着が強すぎることにより、支持基板から半導体ウエハを脱離する際に、デ
バイスが破損したり、半導体ウエハからデバイスが脱離してしまうという不具合が生じや
すい。
【００１３】
　また、特許文献２のように、ウエハと支持層システムとの接着が強くなりすぎることを
抑制すべく、ウエハと支持層システムとの間に、分離層としてのプラズマポリマー層を、
プラズマ堆積法により形成する方法は、（１）通常、プラズマ堆積法を実施するための設
備コストは大きい；（２）プラズマ堆積法による層形成は、プラズマ装置内の真空化やモ
ノマーの堆積に時間を要する；及び（３）プラズマポリマー層からなる分離層を設けても
、加工に供されるウエハを支持する場合においては、ウエハと分離層との接着結合を充分
なものとしながら、反面、ウエハの支持を解除する場合においては、ウエハが容易に分離
層から脱離するような接着結合にコントロールすることは容易ではない；等の問題がある
。
【００１４】
　また、特許文献３、４及び５記載のように、加熱により仮接着を解除する方法では、半
導体ウエハを脱離する際にデバイスが破損する不具合が生じやすい。
【００１５】
　また、特許文献６、７、８及び９記載のように、照射線を照射して仮接着を解除する方
法では、照射線を透過する支持基板を使用することが要求される。
【００１６】
　本発明は、上記背景を鑑みてなされたものであり、その目的は、被処理部材（半導体ウ
エハなど）に機械的又は化学的な処理を施す際に、高い接着力により被処理部材を仮支持
できるとともに、処理済部材に損傷を与えることなく、処理済部材に対する仮支持を容易
に（高い剥離性で以って）解除できる、半導体装置製造用仮接着剤、並びに、それを用い
た接着性支持体、及び、半導体装置の製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、その理由は定かではないが、
（Ａ）側鎖にラジカル重合性基を有する高分子化合物、（Ｂ）ラジカル重合性モノマー、
及び、（Ｃ）熱ラジカル重合開始剤を含有する組成物を、半導体ウエハと支持基板との仮
接着工程における仮接着剤として使用したところ、高い接着力により被処理部材を仮支持
できるとともに、被処理部材の処理後においては、接着性層に対して、剥離溶剤を接触さ
せることにより、上記の従来技術において行うような、加熱や、活性光線若しくは放射線
の照射を行うこともなく、処理済部材に対する仮支持を容易に解除できることを見出し、
本発明を完成するに至った。すなわち、本発明は、以下の通りである。
【００１８】
〔１〕
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　（Ａ）側鎖にラジカル重合性基を有する高分子化合物、（Ｂ）ラジカル重合性モノマー
、及び、（Ｃ）熱ラジカル重合開始剤を含有する、半導体装置製造用仮接着剤。
〔２〕
　前記高分子化合物（Ａ）が、前記ラジカル重合性基として、下記一般式（１）で表され
る基、下記一般式（２）で表される基、及び下記一般式（３）で表される基からなる群よ
り選ばれる１種以上の基を有する、上記〔１〕に記載の半導体装置製造用仮接着剤。
【化１】

（式中、Ｘ及びＹはそれぞれ独立に、酸素原子、硫黄原子又は－Ｎ（Ｒ１２）－を表す。
Ｚは酸素原子、硫黄原子、－Ｎ（Ｒ１２）－又はフェニレン基を表す。Ｒ１～Ｒ１２はそ
れぞれ独立に、水素原子又は１価の置換基を表す。）
〔３〕
　前記高分子化合物（Ａ）が、前記ラジカル重合性基として、上記一般式（１）で表され
る基を有する、上記〔２〕に記載の半導体装置製造用仮接着剤。
〔４〕
　前記熱ラジカル重合開始剤（Ｃ）の熱分解温度が１３０℃～２５０℃である、上記〔１
〕～〔３〕のいずれか１項に記載の半導体装置製造用仮接着剤。
〔５〕
　前記熱ラジカル重合開始剤（Ｃ）が非イオン性の熱ラジカル重合開始剤である、上記〔
１〕～〔４〕のいずれか１項に記載の半導体装置製造用仮接着剤。
〔６〕
　更に、（Ｄ）光ラジカル重合開始剤を含む、上記〔１〕～〔５〕のいずれか１項に記載
の半導体装置製造用仮接着剤。
〔７〕
　前記光ラジカル重合開始剤（Ｄ）が非イオン性の光ラジカル重合開始剤である、上記〔
６〕に記載の半導体装置製造用仮接着剤。
〔８〕
　前記高分子化合物（Ａ）が、酸基を有さない、上記〔１〕～〔７〕のいずれか１項に記
載の半導体装置製造用仮接着剤。
〔９〕
　基板と、前記基板上に、上記〔１〕～〔８〕のいずれか１項に記載の半導体装置製造用
仮接着剤により形成された接着性層とを有する接着性支持体。
〔１０〕
　被処理部材の第１の面と基板とを、上記〔１〕～〔８〕のいずれか１項に記載の半導体
装置製造用仮接着剤により形成された接着性層を介して接着させる工程、
　前記被処理部材の前記第１の面とは異なる第２の面に対して、機械的又は化学的な処理
を施し、処理済部材を得る工程、及び、
　前記接着性層から前記処理済部材の第１の面を脱離する工程
を有する、前記処理済部材を有する半導体装置の製造方法。
〔１１〕
　前記被処理部材の第１の面と基板とを前記接着性層を介して接着させる工程の前に、前
記接着性層の、前記被処理部材の第１の面に接着される面に対して、前記活性光線若しく
は放射線又は熱を照射する工程を更に有する、上記〔１０〕に記載の半導体装置の製造方
法。
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〔１２〕
　被処理部材の第１の面と基板とを前記接着性層を介して接着させる工程の後、かつ、前
記被処理部材の前記第１の面とは異なる第２の面に対して、機械的又は化学的な処理を施
し、処理済部材を得る工程の前に、前記接着性層を５０℃～３００℃の温度で加熱する工
程を更に有する、上記〔１０〕又は〔１１〕に記載の半導体装置の製造方法。
〔１３〕
　前記接着性層から前記処理済部材の第１の面を脱離する工程が、前記接着性層に剥離液
」を接触させる工程を含む、上記〔１０〕～〔１２〕のいずれか１項に記載の半導体装置
の製造方法。
〔１４〕
　前記被処理部材が、被処理基材と、前記被処理基材の第１の面の上に設けられた保護層
とを有してなり、
　前記保護層の、前記被処理基材とは反対側の面を、前記被処理部材の前記第１の面とし
、
　前記被処理基材の前記第１の面とは異なる第２の面を、前記被処理部材の前記第２の面
とする、上記〔１０〕～〔１３〕のいずれか１項に記載の半導体装置の製造方法。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、被処理部材に機械的又は化学的な処理を施す際に、高い接着力により
被処理部材を仮支持できるとともに、処理済部材に損傷を与えることなく、処理済部材に
対する仮支持を解除できる、半導体装置製造用仮接着剤、並びに、それを用いた接着性支
持体、及び、半導体装置の製造方法を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】図１Ａ及び図１Ｂは、それぞれ、接着性支持体とデバイスウエハとの仮接着を説
明する概略断面図、及び、接着性支持体により仮接着されたデバイスウエハが薄型化され
た状態を示す概略断面図である。
【図２】従来の接着性支持体とデバイスウエハとの仮接着状態の解除を説明する概略断面
図である。
【図３】図３Ａ、図３Ｂ、図３Ｃ及び図３Ｄは、それぞれ、接着性支持体と保護層付デバ
イスウエハとの仮接着を説明する概略断面図、接着性支持体により仮接着された保護層付
デバイスウエハが薄型化された状態を示す概略断面図、接着性支持体から剥離された保護
層付薄型デバイスウエハを示す概略断面図、及び、薄型デバイスウエハを示す概略断面図
である。
【図４】図４Ａ及び図４Ｂは、それぞれ、接着性支持体により仮接着されたデバイスウエ
ハが薄型化された状態を説明する概略断面図、及び、接着性支持体により仮接着された保
護層付デバイスウエハが薄型化された状態を説明する概略断面図である。
【図５】図５Ａは、接着性支持体に対する露光を説明する概略断面図を示し、図５Ｂは、
マスクの概略上面図を示す。
【図６】図６Ａは、パターン露光された接着性支持体の概略断面図を示し、図６Ｂは、パ
ターン露光された接着性支持体の概略上面図を示す。
【図７】接着性支持体に対する活性光線若しくは放射線又は熱の照射を説明する概略断面
図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明の実施形態を詳細に説明する。
　本明細書に於ける基（原子団）の表記に於いて、置換及び無置換を記していない表記は
、置換基を有さないものと共に置換基を有するものをも包含するものである。例えば、「
アルキル基」とは、置換基を有さないアルキル基（無置換アルキル基）のみならず、置換
基を有するアルキル基（置換アルキル基）をも包含するものである。
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　本明細書中における「活性光線」又は「放射線」は、例えば、可視光線、紫外線、遠紫
外線、電子線、Ｘ線等を含むものを意味する。また、本発明において「光」とは、活性光
線又は放射線を意味している。
　また、本明細書中における「露光」とは、特に断らない限り、水銀灯、紫外線、エキシ
マレーザーに代表される遠紫外線、Ｘ線、ＥＵＶ光等による露光のみならず、電子線及び
イオンビーム等の粒子線による描画をも意味している。
　なお、本明細書において、“（メタ）アクリレート”はアクリレートおよびメタアクリ
レートを表し、“（メタ）アクリルはアクリルおよびメタアクリルを表し、“（メタ）ア
クリロイル”は、アクリロイルおよびメタクリロイルを表す。また、本明細書中において
、“単量体”と“モノマー”とは同義である。本発明における単量体は、オリゴマーおよ
びポリマーと区別され、質量平均分子量が２，０００以下の化合物をいう。本明細書中に
おいて、重合性化合物とは、重合性基を有する化合物のことをいい、単量体であっても、
ポリマーであってもよい。重合性基とは、重合反応に関与する基を言う。
　なお、以下に説明する実施の形態において、既に参照した図面において説明した部材等
については、図中に同一符号あるいは相当符号を付すことにより説明を簡略化あるいは省
略化する。
【００２２】
　本発明の半導体装置製造用仮接着剤（以下、単に、「仮接着剤」とも言う）は、（Ａ）
側鎖にラジカル重合性基を有する高分子化合物、（Ｂ）ラジカル重合性モノマー、及び、
（Ｃ）熱ラジカル重合開始剤を含有している。
　本発明の半導体装置製造用仮接着剤によれば、被処理部材に機械的又は化学的な処理を
施す際に、高い接着力により被処理部材を仮支持できるとともに、処理済部材に損傷を与
えることなく、処理済部材に対する仮支持を解除できる半導体装置製造用仮接着剤が得ら
れる。
　本発明の半導体装置製造用仮接着剤は、シリコン貫通電極形成用であることが好ましい
。シリコン貫通電極の形成については後に詳述する。
【００２３】
　以下、本発明の半導体装置製造用仮接着剤が含有し得る各成分について詳細に説明する
。
【００２４】
（Ａ）側鎖にラジカル重合性基を有する高分子化合物
【００２５】
　本発明の半導体装置製造用仮接着剤に用いられる、高分子化合物（Ａ）としては、（メ
タ）アクリル系重合体、スチレン系重合体、ポリウレタン樹脂、ポリビニルアルコール樹
脂、ポリビニルアセタール樹脂（好ましくは、ポリビニルブチラール樹脂）、ポリビニル
ホルマール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、ノボラック樹脂、
などを用いることができ、ポリマーの側鎖にラジカル重合性基を有している。
【００２６】
　高分子化合物（Ａ）は、一般的に、重合する部分構造を有するモノマーをラジカル重合
などにより重合することで合成され、重合する部分構造を有するモノマーに由来する繰り
返し単位を有する。重合する部分構造としては例えばエチレン性重合性部分構造を挙げる
ことができる。
【００２７】
　側鎖にラジカル重合性基を有する高分子化合物の製造方法の観点から、（メタ）アクリ
ル系重合体、ポリウレタン樹脂が好ましく使用できる。
【００２８】
　高分子化合物（Ａ）が有するラジカル重合性基とは、ラジカルの作用により重合するこ
とが可能な基である。
　高分子化合物がラジカル重合性基を有することにより、接着性支持体を被処理部材に接
着させた後に加熱処理を行うことで、熱ラジカル重合開始剤から発生するラジカルによっ
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て重合反応が更に進行し、高い接着力により被処理部材を仮支持することができる。
　一方、例えば、後に詳述するように、被処理部材に接着性支持体を接着させる前に、接
着性支持体における接着性層に対してパターン露光を行うことにより、露光部においては
重合反応が行われ、接着性層に高接着性領域と低接着性領域とを設けることができる。
　また、例えば、被処理部材に接着性支持体を接着させる前に、接着性支持体の接着性層
に対して活性光線若しくは放射線又は熱を照射することにより、高分子化合物のラジカル
重合性基による重合反応が行われ、基板側の内表面から外表面にかけて接着性が低下され
た接着性層を形成できる。すなわち、接着性支持体における基板と接着性層との接着性は
高いものにしつつ、被処理部材に対する接着性層の接着性を低下させることができる。
　ラジカル重合性基は、例えば、付加重合反応し得る官能基であることが好ましく、付加
重合反応し得る官能基としては、エチレン性不飽和基が挙げられる。エチレン性不飽和結
合基としては、スチリル基、アリル基、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、ビニルオキ
シ基、アルキニル基が好ましい。中でも、接着性の点から、（メタ）アクリルロイル基を
有することが特に好ましい。
【００２９】
　高分子化合物（Ａ）は、例えば、その重合性基にフリーラジカル（重合開始ラジカルま
たは重合性化合物の重合過程の生長ラジカル）が付加し、高分子化合物間で直接にまたは
重合性モノマーの重合連鎖を介して付加重合して、高分子化合物の分子間に架橋が形成さ
れて硬化する。または、高分子化合物中の原子（例えば、官能性架橋基に隣接する炭素原
子上の水素原子）がフリーラジカルにより引き抜かれてラジカルが生成し、それが互いに
結合することによって、高分子化合物の分子間に架橋が形成されて硬化する。
【００３０】
　具体的には、高分子化合物（Ａ）は、ラジカル重合性基として、下記一般式（１）で表
される基、下記一般式（２）で表される基、及び下記一般式（３）で表される基からなる
群より選ばれる１種以上の基を有することが好ましく、下記一般式（１）で表される基を
有することがより好ましい。
【００３１】
【化２】

【００３２】
（式中、Ｘ及びＹはそれぞれ独立に、酸素原子、硫黄原子又は－Ｎ（Ｒ１２）－を表す。
Ｚは酸素原子、硫黄原子、－Ｎ（Ｒ１２）－又はフェニレン基を表す。Ｒ１～Ｒ１２はそ
れぞれ独立に、水素原子又は１価の置換基を表す。）
【００３３】
　前記一般式（１）において、Ｒ１～Ｒ３はそれぞれ独立して水素原子又は１価の置換基
を表し、例えばＲ１としては、水素原子、１価の有機基、例えば、置換基を有してもよい
アルキル基などが挙げられ、なかでも、水素原子、メチル基、メチルアルコキシ基、メチ
ルエステル基が好ましい。また、Ｒ２及びＲ３は、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン
原子、アミノ基、ジアルキルアミノ基、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、スル
ホ基、ニトロ基、シアノ基、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有してもよいア
リール基、置換基を有しても良いアルコキシ基、置換基を有しても良いアリールオキシ基
、置換基を有しても良いアルキルアミノ基、置換基を有しても良いアリールアミノ基、置
換基を有しても良いアルキルスルホニル基、置換基を有しても良いアリールスルホニル基
などが挙げられ、なかでも水素原子、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、置換基
を有しても良いアルキル基、置換基を有しても良いアリール基が好ましい。ここで、導入
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しうる置換基としてはメトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、イソプロピオキシ
カルボニル基、メチル基、エチル基、フェニル基等が挙げられる。Ｘは、酸素原子、硫黄
原子、又は、－Ｎ（Ｒ１２）－を表し、Ｒ１２としては、水素原子、置換基を有しても良
いアルキル基などが挙げられる。
【００３４】
　前記一般式（２）において、Ｒ４～Ｒ８は、それぞれ独立して水素原子又は１価の置換
基を表し、例えば、水素原子、ハロゲン原子、アミノ基、ジアルキルアミノ基、カルボキ
シル基、アルコキシカルボニル基、スルホ基、ニトロ基、シアノ基、置換基を有してもよ
いアルキル基、置換基を有してもよいアリール基、置換基を有してもよいアルコキシ基、
置換基を有してもよいアリールオキシ基、置換基を有してもよいアルキルアミノ基、置換
基を有してもよいアリールアミノ基、置換基を有してもよいアルキルスルホニル基、置換
基を有してもよいアリールスルホニル基などが挙げられ、なかでも、水素原子、カルボキ
シル基、アルコキシカルボニル基、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有しても
よいアリール基が好ましい。導入しうる置換基としては、一般式（１）において挙げたも
のが例示される。Ｙは、酸素原子、硫黄原子、又は－Ｎ（Ｒ１２）－を表す。Ｒ１２とし
ては、一般式（１）において挙げたものが挙げられる。
【００３５】
　前記一般式（３）において、Ｒ９～Ｒ１１は、それぞれ独立して水素原子又は１価の置
換基を表し、例えば、水素原子、ハロゲン原子、アミノ基、ジアルキルアミノ基、カルボ
キシル基、アルコキシカルボニル基、スルホ基、ニトロ基、シアノ基、置換基を有しても
よいアルキル基、置換基を有してもよいアリール基、置換基を有してもよいアルコキシ基
、置換基を有してもよいアリールオキシ基、置換基を有してもよいアルキルアミノ基、置
換基を有してもよいアリールアミノ基、置換基を有してもよいアルキルスルホニル基、置
換基を有してもよいアリールスルホニル基などが挙げられ、なかでも、水素原子、カルボ
キシル基、アルコキシカルボニル基、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有して
もよいアリール基が好ましい。ここで、置換基としては、一般式（１）において挙げたも
のが同様に例示される。Ｚは、酸素原子、硫黄原子、－Ｎ（Ｒ１２）－またはフェニレン
基を表す。Ｒ１２としては、一般式（１）において挙げたものが挙げられる。これらの中
で、一般式（１）で表わされるメタクリロイル基を有するラジカル重合性基が好ましい。
【００３６】
　高分子化合物（Ａ）においてラジカル重合性基（例えば、上記のようなエチレン性不飽
和基）を有する構造単位を導入する場合、その含有量は、高分子化合物（Ａ）１ｇ当たり
、ヨウ素滴定（ラジカル重合性基の含有量の測定）により、好ましくは０．１～１０．０
ｍｍｏｌ、より好ましくは１．０～７．０ｍｍｏｌ、最も好ましくは２．０～５．５ｍｍ
ｏｌである。この範囲で、良好な感度と良好な保存安定性が得られる。
　高分子化合物（Ａ）は、典型的には、ラジカル重合性基を有する繰り返し単位を有して
おり、その場合における、ラジカル重合性基を有する繰り返し単位の含有量は、高分子化
合物（Ａ）の全繰り返し単位に対して、１～７０ｍｏｌ％であることが好ましく、２～６
０ｍｏｌ％であることがより好ましく、５～５０ｍｏｌ％であることが更に好ましい。
【００３７】
　ラジカル重合性基は、（ａ）ポリマー側鎖のヒドロキシ基と、ラジカル重合反応性基を
有するイソシアネート類を用いたウレタン化反応、（ｂ）ポリマー側鎖のヒドロキシ基と
、ラジカル重合反応性基を有するカルボン酸、カルボン酸ハライド、スルホン酸ハライド
、またはカルボン酸無水物を用いたエステル化反応、（ｃ）ポリマー側鎖のカルボキシ基
またはその塩と、ラジカル重合反応性基を有するイソシアネート類を用いた反応、（ｄ）
ポリマー側鎖のハロゲン化カルボニル基、カルボキシ基またはその塩と、ラジカル重合反
応性基を有するアルコール類を用いたエステル化反応、（ｅ）ポリマー側鎖のハロゲン化
カルボニル基、カルボキシ基またはその塩と、ラジカル重合反応性基を有するアミン類を
用いたアミド化反応、（ｆ）ポリマー側鎖のアミノ基と、ラジカル重合反応性基を有する
カルボン酸、カルボン酸ハロゲン化物、スルホン酸ハロゲン化物、またはカルボン酸無水
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物を用いたアミド化反応、（ｇ）ポリマー側鎖のエポキシ基と、ラジカル重合反応性基を
有する各種求核性化合物との開環反応、（ｈ）ポリマー側鎖のハロアルキル基とラジカル
重合反応性基を有するアルコール類とのエーテル化反応、により導入することができる。
【００３８】
　高分子化合物（Ａ）は、前述した一般式（１）～（３）で表される基を少なくとも一つ
有する繰り返し単位を有することが好ましい。そのような繰り返し単位としては、具体的
には、下記一般式（４）で表される繰り返し単位がより好ましい。
【００３９】
【化３】

【００４０】
　一般式（４）において、Ｒ１０１～Ｒ１０３は、それぞれ独立して、水素原子、炭素数
１～６のアルキル基、又はハロゲン原子を表す。Ｔは、上記一般式（１）～（３）のいず
れかで表されるラジカル重合性基を表し、好ましい態様も上述のラジカル重合性基におい
て説明したものと同様である。
【００４１】
　一般式（４）中、Ａは、単結合、又は、－ＣＯ－、－Ｏ－、－ＮＨ－、２価の脂肪族基
、２価の芳香族基及びそれらの組み合わせからなる群より選ばれる２価の連結基を表す。
組み合わせからなるＡの具体例Ｌ１～Ｌ１８を以下に挙げる。なお、下記例において左側
が主鎖に結合し、右側が上記一般式（１）～（３）のいずれかで表されるラジカル重合性
基に結合する。
【００４２】
Ｌ１：－ＣＯ－ＮＨ－２価の脂肪族基－Ｏ－ＣＯ－ＮＨ－２価の脂肪族基－
Ｌ２：－ＣＯ－ＮＨ－２価の脂肪族基－
Ｌ３：－ＣＯ－２価の脂肪族基－
Ｌ４：－ＣＯ－Ｏ－２価の脂肪族基－
Ｌ５：－２価の脂肪族基－
Ｌ６：－ＣＯ－ＮＨ－２価の芳香族基－
Ｌ７：－ＣＯ－２価の芳香族基－
Ｌ８：－２価の芳香族基－
Ｌ９：－ＣＯ－Ｏ－２価の脂肪族基－ＣＯ－Ｏ－２価の脂肪族基－
Ｌ１０：－ＣＯ－Ｏ－２価の脂肪族基－Ｏ－ＣＯ－２価の脂肪族基－
Ｌ１１：－ＣＯ－Ｏ－２価の芳香族基－ＣＯ－Ｏ－２価の脂肪族基－
Ｌ１２：－ＣＯ－Ｏ－２価の芳香族基－Ｏ－ＣＯ－２価の脂肪族基－
Ｌ１３：－ＣＯ－Ｏ－２価の脂肪族基－ＣＯ－Ｏ－２価の芳香族基－
Ｌ１４：－ＣＯ－Ｏ－２価の脂肪族基－Ｏ－ＣＯ－２価の芳香族基－
Ｌ１５：－ＣＯ－Ｏ－２価の芳香族基－ＣＯ－Ｏ－２価の芳香族基－
Ｌ１６：－ＣＯ－Ｏ－２価の芳香族基－Ｏ－ＣＯ－２価の芳香族基－
Ｌ１７：－ＣＯ－Ｏ－２価の芳香族基－Ｏ－ＣＯ－ＮＨ－２価の脂肪族基－
Ｌ１８：－ＣＯ－Ｏ－２価の脂肪族基－Ｏ－ＣＯ－ＮＨ－２価の脂肪族基－
【００４３】
　ここで２価の脂肪族基とは、アルキレン基、置換アルキレン基、アルケニレン基、置換
アルケニレン基、アルキニレン基、置換アルキニレン基またはポリアルキレンオキシ基を
意味する。なかでもアルキレン基、置換アルキレン基、アルケニレン基、および置換アル
ケニレン基が好ましく、アルキレン基および置換アルキレン基がさらに好ましい。
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　２価の脂肪族基は、環状構造よりも鎖状構造の方が好ましく、さらに分岐を有する鎖状
構造よりも直鎖状構造の方が好ましい。２価の脂肪族基の炭素原子数は、１～２０である
ことが好ましく、１～１５であることがより好ましく、１～１２であることがさらに好ま
しく、１～１０であることがさらにまた好ましく、１～８であることがよりさらに好まし
く、１～４であることが特に好ましい。
　２価の脂肪族基の置換基の例としては、ハロゲン原子（Ｆ、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ）、ヒドロ
キシ基、カルボキシ基、アミノ基、シアノ基、アリール基、アルコキシ基、アリールオキ
シ基、アシル基、アルコキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシルオキシ
基、モノアルキルアミノ基、ジアルキルアミノ基、アリールアミノ基およびジアリールア
ミノ基等が挙げられる。
【００４４】
　２価の芳香族基の例としては、フェニレン基、置換フェニレン基、ナフタレン基および
置換ナフタレン基が挙げられ、フェニレン基が好ましい。
　２価の芳香族基の置換基の例としては、上記２価の脂肪族基の置換基の例に加えて、ア
ルキル基が挙げられる。
【００４５】
　該高分子化合物（Ａ）は接着強度などの諸性能を向上する目的で、本発明の効果を損な
わない限りにおいて、ラジカル重合性基を有する繰り返し単位に加えて他の繰り返し単位
を有することが好ましい。（メタ）アクリル系重合体のようにラジカル重合で合成可能な
高分子化合物の場合は、他の繰り返し単位を加えるために、ラジカル重合性モノマーを共
重合させることが好ましい。共重合させることができるモノマーとしては、例えば、アク
リル酸エステル類、メタクリル酸エステル類、Ｎ，Ｎ－２置換アクリルアミド類、Ｎ，Ｎ
－２置換メタクリルアミド類、スチレン類、アクリロニトリル類、メタクリロニトリル類
などから選ばれるモノマーが挙げられる。
【００４６】
　具体的には、例えば、アルキルアクリレート（該アルキル基の炭素原子数は１～２０の
ものが好ましい）等のアクリル酸エステル類、（具体的には、例えば、アクリル酸メチル
、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ブチル、アクリル酸アミル、アク
リル酸エチルヘキシル、アクリル酸オクチル、アクリル酸－ｔ－オクチル、クロルエチル
アクリレート、２，２－ジメチルヒドロキシプロピルアクリレート、５－ヒドロキシペン
チルアクリレート、トリメチロールプロパンモノアクリレート、ペンタエリヌリトールモ
ノアクリレート、グリシジルアクリレート、ベンジルアクリレート、メトキシベンジルア
クリレート、フルフリルアクリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレートなど）、ア
リールアクリレート（例えば、フェニルアクリレートなど）、アルキルメタクリレート（
該アルキル基の炭素原子は１～２０のものが好ましい）等のメタクリル酸エステル類（例
えば、メチルメタクリレート、エチルメタクリレート、プロピルメタクリレート、イソプ
ロピルメタクリレート、アミルメタクリレート、ヘキシルメタクリレート、シクロヘキシ
ルメタクリレート、ベンジルメタクリレート、クロルベンジルメタクリレート、オクチル
メタクリレート、４－ヒドロキシブチルメタクゾレート、５－ヒドロキシペンチルメタク
リレート、２，２－ジメチル－３－ヒドロキシプロピルメタクリレート、トリメチロール
プロパンモノメタクリレート、ペンタエリスリトールモノメタクリレート、グリシジルメ
タクリレート、フルフリルメタクリレート、テトラヒドロフルフリルメタクリレートなど
）、アリールメタクリレート（例えば、フェニルメタクリレート、クレジルメタクリレー
ト、ナフチルメタクリレートなど）、スチレン、アルキルスチレン等のスチレン（例えば
、メチルスチレン、ジメチルスチレン、トリメチルスチレン、エチルスチレン、ジエチル
スチレン、イソプロピルスチレン、ブチルスチレン、ヘキシルスチレン、シクロヘキシル
スチレン、デシルスチレン、ベンジルスチレン、クロルメチルスチレン、トリフルオルメ
チルスチレン、エトキシメチルスチレン、アセトキシメチルスチレンなど）、アルコキシ
スチレン（例えばメトキシスチレン、４－メトキシ－３－メチルスチレン、ジメトキシス
チレンなど）、ハロゲンスチレン（例えばクロルスチレン、ジクロルスチレン、トリクロ
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スチレン、ヨードスチレン、フルオルスチレン、トリフルオルスチレン、２－ブロム－４
－トリフルオルメチルスチレン、４－フルオル－３－トリフルオルメチルスチレンなど）
、アクリロニトリル、メタクリロニトリル等が挙げられる。
【００４７】
　また、高分子化合物（Ａ）は、半導体装置製造時に接触する可能性があるアルカリ溶液
への耐性の観点から、実質的にアルカリ溶液に不溶であることが好ましい。
　本発明でいう実質的にアルカリ溶液に不溶とは、該高分子化合物（Ａ）のみを酢酸ブチ
ル等の溶剤に溶解し、固形分濃度３．５質量％とした組成物をシリコンウエハ上に塗布し
て得られる塗膜（膜厚１００ｎｍ）を形成した際、ＱＣＭ（水晶発振子マイクロバランス
）センサー等を用いて測定した室温（２５℃）における２．３８質量％テトラメチルアン
モニウムヒドロキシド（ＴＭＡＨ）水溶液に対して、該膜を１０００秒間浸漬させた際の
平均の溶解速度（膜厚の減少速度）が、１ｎｍ／ｓ以下、好ましくは０．１ｎｍ／ｓ以下
であることを示す。
【００４８】
　上記のように、高分子化合物（Ａ）は、実質的にアルカリ不溶であることが好ましいた
め、高分子化合物（Ａ）は酸基を有しても有さなくても良いが、有さないことが好ましい
。
【００４９】
　酸基としては、例えばカルボキシル基、スルホンアミド基、スルホニルイミド基、ビス
スルホニルイミド基、α位が電子求引性基で置換された脂肪族アルコール（例えばヘキサ
フロロイソプロパノール基、－Ｃ（ＣＦ３）２ＯＨ）などを挙げることができる。
【００５０】
　高分子化合物（Ａ）が酸基を有する場合、高分子化合物（Ａ）は酸基を有する繰り返し
単位を有することが好ましく、その場合、高分子化合物（Ａ）における酸基を有する繰り
返し単位の含有量は２５モル％以下が好ましく、１５モル％以下がより好ましく、１０モ
ル％以下がより好ましい。高分子化合物（Ａ）における酸基を有する繰り返し単位の含有
量は、通常、１モル％以上である。ここで、電子求引性基とは、電子を引きつける傾向を
有する置換基であり、例えば分子中において該基と接近した位置にある原子から電子を引
きつける傾向をもつ置換基である。
【００５１】
　高分子化合物（Ａ）の質量平均分子量（Ｍｗ）は、ＧＰＣ法によるポリスチレン換算値
として、２，５００以上が好ましく、２，５００～１，０００，０００がより好ましく、
５，０００～１，０００，０００が更に好ましい。高分子化合物（Ａ）の分散度（質量平
均分子量／数平均分子量）は、１．１～１０が好ましい。
　ＧＰＣ法は、ＨＬＣ－８０２０ＧＰＣ（東ソー（株）製）を用い、カラムとしてＴＳＫ
ｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＨＺＭ－Ｈ、ＴＳＫｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＨＺ４０００、ＴＳＫｇｅｌ
　ＳｕｐｅｒＨＺ２０００（東ソー（株）製、４．６ｍｍＩＤ×１５ｃｍ）を、溶離液と
してＴＨＦ（テトラヒドロフラン）を用いる方法に基づく。
【００５２】
　高分子化合物（Ａ）は、必要に応じて２種以上を組み合わせて使用してもよい。
　高分子化合物（Ａ）の含有量は、良好な接着強度の観点から、半導体装置製造用仮接着
剤の全固形分に対して、５～９５質量％が好ましく、１０～９０質量％がより好ましく、
２０～８０質量％が更に好ましい。
【００５３】
　以下に、高分子化合物（Ａ）の具体例を示すが、本発明はこれらに限定されるものでは
ない。また、ポリマー構造の組成比はモル百分率を表す。
【００５４】
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【化９】

【００６０】
（Ｂ）ラジカル重合性モノマー
　本発明の半導体装置製造用仮接着剤は、ラジカル重合性モノマーを含有する。
　ラジカル重合性モノマーは、典型的には、ラジカル重合性基を有している。ここでラジ
カル重合性基とは、ラジカルの作用により重合することが可能な基である。
　なお、ラジカル重合性モノマーは、上記した高分子化合物（Ａ）とは異なる化合物であ
る。重合性モノマーは、典型的には、低分子化合物であり、分子量２０００以下の低分子
化合物であることが好ましく、１５００以下の低分子化合物であることがより好ましく、
分子量９００以下の低分子化合物であることが更に好ましい。なお、分子量は、通常、１
００以上である。
　ラジカル重合性モノマーを使用することで、接着性支持体を被処理部材に接着させた後
に加熱処理を行うことで、熱ラジカル重合開始剤から発生するラジカルによって重合反応
が更に進行し、高い接着力により被処理部材を仮支持することができる。
　一方、例えば、後に詳述するように、被処理部材に接着性支持体を接着させる前に、接
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着性支持体における接着性層に対してパターン露光を行うことにより、露光部においては
重合性モノマーの重合反応が行われ、接着性層に高接着性領域と低接着性領域とを設ける
ことができる。
　また、例えば、被処理部材に接着性支持体を接着させる前に、接着性支持体の接着性層
に対して活性光線若しくは放射線又は熱を照射することにより、ラジカル重合性モノマー
による重合反応が行われ、基板側の内表面から外表面にかけて接着性が低下された接着性
層を形成できる。すなわち、接着性支持体における基板と接着性層との接着性は高いもの
にしつつ、被処理部材に対する接着性層の接着性を低下させることができる。
【００６１】
　ラジカル重合性モノマーとしては、具体的には、ラジカル重合性基を少なくとも１個、
好ましくは２個以上有する化合物から選ばれる。このような化合物群は当該産業分野にお
いて広く知られているものであり、本発明においてはこれらを特に限定なく用いることが
できる。これらは、例えば、モノマー、プレポリマー、すなわち２量体、３量体及びオリ
ゴマー、又はそれらの混合物並びにそれらの多量体などの化学的形態のいずれであっても
よい。本発明におけるラジカル重合性モノマーは一種単独で用いてもよいし、２種以上を
併用してもよい。
　ラジカル重合性基は、エチレン性不飽和基が好ましい。エチレン性不飽和基としては、
スチリル基、（メタ）アクリロイル基、アリル基が好ましい。
【００６２】
　より具体的には、モノマー及びそのプレポリマーの例としては、不飽和カルボン酸（例
えば、アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン
酸など）やそのエステル類、アミド類、並びにこれらの多量体が挙げられ、好ましくは、
不飽和カルボン酸と多価アルコール化合物とのエステル、及び不飽和カルボン酸と多価ア
ミン化合物とのアミド類、並びにこれらの多量体である。また、ヒドロキシル基やアミノ
基、メルカプト基等の求核性置換基を有する不飽和カルボン酸エステル或いはアミド類と
、単官能若しくは多官能イソシアネート類或いはエポキシ類との付加反応物や、単官能若
しくは多官能のカルボン酸との脱水縮合反応物等も好適に使用される。また、イソシアネ
ート基やエポキシ基等の親電子性置換基を有する不飽和カルボン酸エステル或いはアミド
類と、単官能若しくは多官能のアルコール類、アミン類、チオール類との付加反応物、更
に、ハロゲン基やトシルオキシ基等の脱離性置換基を有する不飽和カルボン酸エステル或
いはアミド類と、単官能若しくは多官能のアルコール類、アミン類、チオール類との置換
反応物も好適である。また、別の例として、上記の不飽和カルボン酸の代わりに、不飽和
ホスホン酸、スチレン等のビニルベンゼン誘導体、ビニルエーテル、アリルエーテル等に
置き換えた化合物群を使用することも可能である。
【００６３】
　多価アルコール化合物と不飽和カルボン酸とのエステルのモノマーの具体例としては、
アクリル酸エステルとして、エチレングリコールジアクリレート、トリエチレングリコー
ルジアクリレート、１，３－ブタンジオールジアクリレート、テトラメチレングリコール
ジアクリレート、プロピレングリコールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアク
リレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、トリメチロールプロパントリ（ア
クリロイルオキシプロピル）エーテル、トリメチロールエタントリアクリレート、ヘキサ
ンジオールジアクリレート、１，４－シクロヘキサンジオールジアクリレート、テトラエ
チレングリコールジアクリレート、ペンタエリスリトールジアクリレート、ペンタエリス
リトールトリアクリレート、ジペンタエリスリトールジアクリレート、ジペンタエリスリ
トールヘキサアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ソルビトールト
リアクリレート、ソルビトールテトラアクリレート、ソルビトールペンタアクリレート、
ソルビトールヘキサアクリレート、トリ（アクリロイルオキシエチル）イソシアヌレート
、イソシアヌール酸エチレンオキシド（ＥＯ）変性トリアクリレート、ポリエステルアク
リレートオリゴマー等がある。
【００６４】
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　メタクリル酸エステルとしては、テトラメチレングリコールジメタクリレート、トリエ
チレングリコールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、トリメ
チロールプロパントリメタクリレート、トリメチロールエタントリメタクリレート、エチ
レングリコールジメタクリレート、１，３－ブタンジオールジメタクリレート、ヘキサン
ジオールジメタクリレート、ペンタエリスリトールジメタクリレート、ペンタエリスリト
ールトリメタクリレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレート、ジペンタエリス
リトールジメタクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサメタクリレート、ソルビトー
ルトリメタクリレート、ソルビトールテトラメタクリレート、ビス〔ｐ－（３－メタクリ
ルオキシ－２－ヒドロキシプロポキシ）フェニル〕ジメチルメタン、ビス－〔ｐ－（メタ
クリルオキシエトキシ）フェニル〕ジメチルメタン等がある。
【００６５】
　イタコン酸エステルとしては、エチレングリコールジイタコネート、プロピレングリコ
ールジイタコネート、１，３－ブタンジオールジイタコネート、１，４－ブタンジオール
ジイタコネート、テトラメチレングリコールジイタコネート、ペンタエリスリトールジイ
タコネート、ソルビトールテトライタコネート等がある。
【００６６】
　クロトン酸エステルとしては、エチレングリコールジクロトネート、テトラメチレング
リコールジクロトネート、ペンタエリスリトールジクロトネート、ソルビトールテトラジ
クロトネート等がある。
【００６７】
　イソクロトン酸エステルとしては、エチレングリコールジイソクロトネート、ペンタエ
リスリトールジイソクロトネート、ソルビトールテトライソクロトネート等がある。
【００６８】
　マレイン酸エステルとしては、エチレングリコールジマレート、トリエチレングリコー
ルジマレート、ペンタエリスリトールジマレート、ソルビトールテトラマレート等がある
。
【００６９】
　その他のエステルの例として、例えば、特公昭４６－２７９２６、特公昭５１－４７３
３４、特開昭５７－１９６２３１記載の脂肪族アルコール系エステル類や、特開昭５９－
５２４０、特開昭５９－５２４１、特開平２－２２６１４９記載の芳香族系骨格を有する
もの、特開平１－１６５６１３記載のアミノ基を含有するもの等も好適に用いられる。
【００７０】
　また、多価アミン化合物と不飽和カルボン酸とのアミドのモノマーの具体例としては、
メチレンビス－アクリルアミド、メチレンビス－メタクリルアミド、１，６－ヘキサメチ
レンビス－アクリルアミド、１，６－ヘキサメチレンビス－メタクリルアミド、ジエチレ
ントリアミントリスアクリルアミド、キシリレンビスアクリルアミド、キシリレンビスメ
タクリルアミド等がある。
【００７１】
　その他の好ましいアミド系モノマーの例としては、特公昭５４－２１７２６記載のシク
ロへキシレン構造を有すものをあげる事ができる。
【００７２】
　また、イソシアネートと水酸基の付加反応を用いて製造されるウレタン系付加重合性化
合物も好適であり、そのような具体例としては、例えば、特公昭４８－４１７０８号公報
に記載されている１分子に２個以上のイソシアネート基を有するポリイソシアネート化合
物に、下記一般式（Ａ）で示される水酸基を含有するビニルモノマーを付加させた１分子
中に２個以上の重合性ビニル基を含有するビニルウレタン化合物等が挙げられる。
　ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ４）ＣＯＯＣＨ２ＣＨ（Ｒ５）ＯＨ　　　　　　　（Ａ）
（ただし、Ｒ４およびＲ５は、ＨまたはＣＨ３を示す。）
　また、特開昭５１－３７１９３号公報、特公平２－３２２９３号公報、特公平２－１６
７６５号公報に記載されているようなウレタンアクリレート類や、特公昭５８－４９８６
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－３９４１８号公報記載のエチレンオキサイド系骨格を有するウレタン化合物類も好適で
ある。
【００７３】
　また、ラジカル重合性モノマーとしては、特開２００９－２８８７０５号公報の段落番
号００９５～段落番号０１０８に記載されている化合物を本発明においても好適に用いる
ことができる。
【００７４】
　また、前記ラジカル重合性モノマーとしては、少なくとも１個の付加重合可能なエチレ
ン基を有する、常圧下で１００℃以上の沸点を持つエチレン性不飽和基を持つ化合物も好
ましい。その例としては、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリプロ
ピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、
等の単官能のアクリレートやメタアクリレート；ポリエチレングリコールジ（メタ）アク
リレート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ
（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリス
リトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレ
ート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオール（メタ）
アクリレート、トリメチロールプロパントリ（アクリロイルオキシプロピル）エーテル、
トリ（アクリロイロキシエチル）イソシアヌレート、グリセリンやトリメチロールエタン
等の多官能アルコールにエチレンオキサイドやプロピレンオキサイドを付加させた後（メ
タ）アクリレート化したもの、特公昭４８－４１７０８号、特公昭５０－６０３４号、特
開昭５１－３７１９３号各公報に記載されているようなウレタン（メタ）アクリレート類
、特開昭４８－６４１８３号、特公昭４９－４３１９１号、特公昭５２－３０４９０号各
公報に記載されているポリエステルアクリレート類、エポキシ樹脂と（メタ）アクリル酸
との反応生成物であるエポキシアクリレート類等の多官能のアクリレートやメタアクリレ
ート及びこれらの混合物を挙げることができる。
　多官能カルボン酸にグリシジル（メタ）アクリレート等の環状エーテル基とエチレン性
不飽和基を有する化合物を反応させ得られる多官能（メタ）アクリレートなども挙げるこ
とができる。
　また、その他の好ましいラジカル重合性モノマーとして、特開２０１０－１６０４１８
、特開２０１０－１２９８２５、特許４３６４２１６等に記載される、フルオレン環を有
し、エチレン性重合性基を２官能以上有する化合物、カルド樹脂も使用することが可能で
ある。
　更に、ラジカル重合性モノマーのその他の例としては、特公昭４６－４３９４６号、特
公平１－４０３３７号、特公平１－４０３３６号記載の特定の不飽和化合物や、特開平２
－２５４９３号記載のビニルホスホン酸系化合物等もあげることができる。また、ある場
合には、特開昭６１－２２０４８号記載のペルフルオロアルキル基を含有する構造が好適
に使用される。さらに日本接着協会誌　ｖｏｌ．　２０、Ｎｏ．　７、３００～３０８ペ
ージ（１９８４年）に光硬化性モノマーおよびオリゴマーとして紹介されているものも使
用することができる。
【００７５】
　また、常圧下で１００℃以上の沸点を有し、少なくとも一つの付加重合可能なエチレン
性不飽和基を持つ化合物としては、特開２００８－２９２９７０号公報の段落番号［０２
５４］～［０２５７］に記載の化合物も好適である。
【００７６】
　上記のほか、下記一般式（ＭＯ－１）～（ＭＯ－５）で表される、ラジカル重合性モノ
マーも好適に用いることができる。なお、式中、Ｔがオキシアルキレン基の場合には、炭
素原子側の末端がＲに結合する。
【００７７】
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【化１０】

【００７８】
【化１１】

【００７９】
　前記一般式において、ｎは０～１４であり、ｍは１～８である。一分子内に複数存在す
るＲ、Ｔ、は、各々同一であっても、異なっていてもよい。
　上記一般式（ＭＯ－１）～（ＭＯ－５）で表されるラジカル重合性モノマーの各々にお
いて、複数のＲの内の少なくとも１つは、－ＯＣ（＝Ｏ）ＣＨ＝ＣＨ２、又は、－ＯＣ（
＝Ｏ）Ｃ（ＣＨ３）＝ＣＨ２で表される基を表す。
　上記一般式（ＭＯ－１）～（ＭＯ－５）で表される、ラジカル重合性モノマーの具体例
としては、特開２００７－２６９７７９号公報の段落番号０２４８～段落番号０２５１に
記載されている化合物を本発明においても好適に用いることができる。
【００８０】
　また、特開平１０－６２９８６号公報において一般式（１）及び（２）としてその具体
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例と共に記載の、前記多官能アルコールにエチレンオキサイドやプロピレンオキサイドを
付加させた後に（メタ）アクリレート化した化合物も、ラジカル重合性モノマーとして用
いることができる。
【００８１】
　中でも、ラジカル重合性モノマーとしては、ジペンタエリスリトールトリアクリレート
（市販品としては　ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ－３３０；日本化薬株式会社製）、ジペンタエリ
スリトールテトラアクリレート（市販品としては　ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ－３２０；日本化
薬株式会社製）ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート（市販品としては　
ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ－３１０；日本化薬株式会社製）、ジペンタエリスリトールヘキサ（
メタ）アクリレート（市販品としては　ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ　；日本化薬株式会社
製）、及びこれらの（メタ）アクリロイル基がエチレングリコール、プロピレングリコー
ル残基を介している構造が好ましい。これらのオリゴマータイプも使用できる。
【００８２】
　ラジカル重合性モノマーとしては、多官能モノマーであって、カルボキシル基、スルホ
ン酸基、リン酸基等の酸基を有していても良い。従って、エチレン性化合物が、上記のよ
うに混合物である場合のように未反応のカルボキシル基を有するものであれば、これをそ
のまま利用することができるが、必要において、上述のエチレン性化合物のヒドロキシル
基に非芳香族カルボン酸無水物を反応させて酸基を導入しても良い。この場合、使用され
る非芳香族カルボン酸無水物の具体例としては、無水テトラヒドロフタル酸、アルキル化
無水テトラヒドロフタル酸、無水ヘキサヒドロフタル酸、アルキル化無水ヘキサヒドロフ
タル酸、無水コハク酸、無水マレイン酸が挙げられる。
【００８３】
　本発明において、酸価を有するモノマーとしては、脂肪族ポリヒドロキシ化合物と不飽
和カルボン酸とのエステルであり、脂肪族ポリヒドロキシ化合物の未反応のヒドロキシル
基に非芳香族カルボン酸無水物を反応させて酸基を持たせた多官能モノマーが好ましく、
特に好ましくは、このエステルにおいて、脂肪族ポリヒドロキシ化合物がペンタエリスリ
トール及び／又はジペンタエリスリトールであるものである。市販品としては、例えば、
東亞合成株式会社製の多塩基酸変性アクリルオリゴマーとして、Ｍ－５１０、Ｍ－５２０
などが挙げられる。
【００８４】
　これらのモノマーは１種を単独で用いても良いが、製造上、単一の化合物を用いること
は難しいことから、２種以上を混合して用いても良い。また、必要に応じてモノマーとし
て酸基を有しない多官能モノマーと酸基を有する多官能モノマーを併用しても良い。 
　酸基を有する多官能モノマーの好ましい酸価としては、０．１～４０ｍｇ－ＫＯＨ／ｇ
であり、特に好ましくは５～３０ｍｇ－ＫＯＨ／ｇである。多官能モノマーの酸価が低す
ぎると現像溶解特性が落ち、高すぎると製造や取扱いが困難になり光重合性能が落ち、画
素の表面平滑性等の硬化性が劣るものとなる。従って、異なる酸基の多官能モノマーを２
種以上併用する場合、或いは酸基を有しない多官能モノマーを併用する場合、全体の多官
能モノマーとしての酸基が上記範囲に入るように調整することが必須である。
　また、ラジカル重合性モノマーとして、カプロラクトン構造を有する多官能性単量体を
含有することが好ましい。
　カプロラクトン構造を有する多官能性単量体としては、その分子内にカプロラクトン構
造を有する限り特に限定されるものではないが、例えば、トリメチロールエタン、ジトリ
メチロールエタン、トリメチロールプロパン、ジトリメチロールプロパン、ペンタエリス
リトール、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリスリトール、グリセリン、ジグリセ
ロール、トリメチロールメラミン等の多価アルコールと、（メタ）アクリル酸およびε－
カプロラクトンをエステル化することにより得られる、ε－カプロラクトン変性多官能（
メタ）アクリレートを挙げることができる。なかでも下記式（１）で表されるカプロラク
トン構造を有する多官能性単量体が好ましい。
【００８５】
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【００８６】
（式中、６個のＲは全てが下記式（２）で表される基であるか、または６個のＲのうち１
～５個が下記式（２）で表される基であり、残余が下記式（３）で表される基である。）
【００８７】
【化１３】

【００８８】
（式中、Ｒ1は水素原子またはメチル基を示し、ｍは１または２の数を示し、「＊」は結
合手であることを示す。）
【００８９】

【化１４】

【００９０】
（式中、Ｒ１は水素原子またはメチル基を示し、「＊」は結合手であることを示す。）
　このようなカプロラクトン構造を有する多官能性単量体は、例えば、日本化薬（株）か
らＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡシリーズとして市販されており、ＤＰＣＡ－２０（上記式（
１）～（３）においてｍ＝１、式（２）で表される基の数＝２、Ｒ１が全て水素原子であ
る化合物）、ＤＰＣＡ－３０（同式、ｍ＝１、式（２）で表される基の数＝３、Ｒ１が全
て水素原子である化合物）、ＤＰＣＡ－６０（同式、ｍ＝１、式（２）で表される基の数
＝６、Ｒ１が全て水素原子である化合物）、ＤＰＣＡ－１２０（同式においてｍ＝２、式
（２）で表される基の数＝６、Ｒ１が全て水素原子である化合物）等を挙げることができ
る。
　本発明において、カプロラクトン構造を有する多官能性単量体は、単独でまたは２種以
上を混合して使用することができる。
【００９１】
　また、多官能モノマーとしては、下記一般式（ｉ）又は（ｉｉ）で表される化合物の群
から選択される少なくとも１種であることも好ましい。
【００９２】
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【化１５】

【００９３】
　前記一般式（ｉ）及び（ｉｉ）中、Ｅは、各々独立に、－（（ＣＨ２）ｙＣＨ２Ｏ）－
、又は－（（ＣＨ２）ｙＣＨ（ＣＨ３）Ｏ）－を表し、ｙは、各々独立に０～１０の整数
を表し、Ｘは、各々独立に、アクリロイル基、メタクリロイル基、水素原子、又はカルボ
キシル基を表す。
　前記一般式（ｉ）中、アクリロイル基及びメタクリロイル基の合計は３個又は４個であ
り、ｍは各々独立に０～１０の整数を表し、各ｍの合計は０～４０の整数である。但し、
各ｍの合計が０の場合、Ｘのうちいずれか１つはカルボキシル基である。
　前記一般式（ｉｉ）中、アクリロイル基及びメタクリロイル基の合計は５個又は６個で
あり、ｎは各々独立に０～１０の整数を表し、各ｎの合計は０～６０の整数である。但し
、各ｎの合計が０の場合、Ｘのうちいずれか１つはカルボキシル基である。
【００９４】
　前記一般式（ｉ）中、ｍは、０～６の整数が好ましく、０～４の整数がより好ましい。
　また、各ｍの合計は、２～４０の整数が好ましく、２～１６の整数がより好ましく、４
～８の整数が特に好ましい。
　前記一般式（ｉｉ）中、ｎは、０～６の整数が好ましく、０～４の整数がより好ましい
。
また、各ｎの合計は、３～６０の整数が好ましく、３～２４の整数がより好ましく、６～
１２の整数が特に好ましい。
　また、一般式（ｉ）又は一般式（ｉｉ）中の－（（ＣＨ２）ｙＣＨ２Ｏ）－又は－（（
ＣＨ２）ｙＣＨ（ＣＨ３）Ｏ）－は、酸素原子側の末端がＸに結合する形態が好ましい。
【００９５】
　前記一般式（ｉ）又は（ｉｉ）で表される化合物は１種単独で用いてもよいし、２種以
上併用してもよい。特に、一般式（ｉｉ）において、６個のＸ全てがアクリロイル基であ
る形態が好ましい。
【００９６】
　また、一般式（ｉ）又は（ｉｉ）で表される化合物のラジカル重合性モノマー中におけ
る全含有量としては、２０質量％以上が好ましく、５０質量％以上がより好ましい。
【００９７】
　前記一般式（ｉ）又は（ｉｉ）で表される化合物は、従来公知の工程である、ペンタエ
リスリト－ル又はジペンタエリスリト－ルにエチレンオキシド又はプロピレンオキシドを
開環付加反応により開環骨格を結合する工程と、開環骨格の末端水酸基に、例えば（メタ
）アクリロイルクロライドを反応させて（メタ）アクリロイル基を導入する工程と、から
合成することができる。各工程は良く知られた工程であり、当業者は容易に一般式（ｉ）
又は（ｉｉ）で表される化合物を合成することができる。
【００９８】
　前記一般式（ｉ）、（ｉｉ）で表される化合物の中でも、ペンタエリスリトール誘導体
及び／又はジペンタエリスリトール誘導体がより好ましい。
　具体的には、下記式（ａ）～（ｆ）で表される化合物（以下、「例示化合物（ａ）～（
ｆ）」ともいう。）が挙げられ、中でも、例示化合物（ａ）、（ｂ）、（ｅ）、（ｆ）が
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【００９９】
【化１６】

【０１００】
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【０１０１】
　一般式（ｉ）、（ｉｉ）で表されるラジカル重合性モノマーの市販品としては、例えば
サートマー社製のエチレンオキシ鎖を４個有する４官能アクリレートであるＳＲ－４９４
、日本化薬株式会社製のペンチレンオキシ鎖を６個有する６官能アクリレートであるＤＰ
ＣＡ－６０、イソブチレンオキシ鎖を３個有する３官能アクリレートであるＴＰＡ－３３
０などが挙げられる。
【０１０２】
　また、ラジカル重合性モノマーとしては、特公昭４８－４１７０８号、特開昭５１－３
７１９３号、特公平２－３２２９３号、特公平２－１６７６５号に記載されているような
ウレタンアクリレート類や、特公昭５８－４９８６０号、特公昭５６－１７６５４号、特
公昭６２－３９４１７号、特公昭６２－３９４１８号記載のエチレンオキサイド系骨格を
有するウレタン化合物類も好適である。更に、重合性化合物として、特開昭６３－２７７
６５３号、特開昭６３－２６０９０９号、特開平１－１０５２３８号に記載される、分子
内にアミノ構造やスルフィド構造を有する付加重合性化合物類を用いることもできる。
　ラジカル重合性モノマーの市販品としては、ウレタンオリゴマーＵＡＳ－１０、ＵＡＢ
－１４０（山陽国策パルプ社製）、ＵＡ－７２００」(新中村化学社製、ＤＰＨＡ－４０
Ｈ（日本化薬社製）、ＵＡ－３０６Ｈ、ＵＡ－３０６Ｔ、ＵＡ－３０６Ｉ、ＡＨ－６００
、Ｔ－６００、ＡＩ－６００（共栄社製）などが挙げられる。
【０１０３】
　ラジカル重合性モノマーとしては、同一分子内に２個以上のメルカプト（ＳＨ）基を有
する多官能チオール化合物も好適である。特に、下記一般式（Ｉ）で表すものが好ましい
。
【０１０４】
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【化１８】

【０１０５】
（式中、Ｒ１はアルキル基、Ｒ２は炭素以外の原子を含んでもよいｎ価の脂肪族基、Ｒ０

はＨではないアルキル基、ｎは２～４を表す。）
【０１０６】
　上記一般式（Ｉ）で表される多官能チオール化合物を具体的に例示するならば、下記の
構造式を有する１，４－ビス（３－メルカプトブチリルオキシ）ブタン〔式（ＩＩ）〕、
１，３，５－トリス（３－メルカプトブチルオキシエチル）－１，３，５－トリアジアン
－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ５Ｈ）－トリオン〔式（ＩＩＩ）〕、及びペンタエリスリトー
ル　テトラキス（３－メルカプトブチレート）〔式（ＩＶ）〕等が挙げられる。これらの
多官能チオールは１種または複数組み合わせて使用することが可能である。
【０１０７】
【化１９】

【０１０８】
　仮接着剤中の多官能チオールの配合量については、溶剤を除いた全固形分に対して０．
３～８．９質量％、より好ましくは０．８～６．４質量％の範囲で添加するのが望ましい
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。多官能チオールの添加によって、仮接着剤の安定性、臭気、感度、密着性等を良化させ
ることが出来る。
【０１０９】
　ラジカル重合性モノマーについて、その構造、単独使用か併用か、添加量等の使用方法
の詳細は、仮接着剤の最終的な性能設計にあわせて任意に設定できる。例えば、感度（活
性光線又は放射線の照射に対する、接着性の減少の効率）の観点では、１分子あたりの不
飽和基含量が多い構造が好ましく、多くの場合は２官能以上が好ましい。また、接着性層
の強度を高める観点では、３官能以上のものがよく、更に、異なる官能数・異なる重合性
基（例えばアクリル酸エステル、メタクリル酸エステル、スチレン系化合物、ビニルエー
テル系化合物）のものを併用することで、感度と強度の両方を調節する方法も有効である
。さらに、３官能以上のものでエチレンオキサイド鎖長の異なるラジカル重合性モノマー
を併用することも好ましい。また、仮接着剤に含有される他の成分（例えば、高分子化合
物（Ａ）、重合開始剤等）との相溶性、分散性に対しても、ラジカル重合性モノマーの選
択・使用法は重要な要因であり、例えば、低純度化合物の使用や２種以上の併用により相
溶性を向上させうることがある。また、キャリア基板との密着性を向上させる観点で特定
の構造を選択することもあり得る。
【０１１０】
　ラジカル重合性モノマー（Ｂ）の含有量は、良好な接着強度と剥離性の観点から、前記
仮接着剤の全固形分に対して、５～７５質量％が好ましく、１０～７０質量％がより好ま
しく、１０～６０質量％が更に好ましい。
　また、ラジカル重合性モノマー（Ｂ）及び高分子化合物（Ａ）の含有量の比率（質量比
）は、９０／１０～１０／９０であることが好ましく、２０／８０～８０／２０であるこ
とがより好ましい。
【０１１１】
（Ｃ）熱ラジカル重合開始剤
　本発明の半導体装置製造用仮接着剤は、更に、熱ラジカル重合開始剤を含有する。
　熱ラジカル重合開始剤は、熱のエネルギーによってラジカルを発生し、重合性基を有す
る高分子化合物、及び、重合性モノマーの重合反応を開始又は促進させる化合物である。
熱ラジカル重合開始剤を添加することにより、被処理部材と接着性支持体との仮接着を行
った後に、接着性支持体における接着性層に対して加熱処理を行うことで、熱ラジカル重
合開始剤から発生するラジカルによって高分子化合物（Ａ）及びラジカル重合性モノマー
（Ｂ）の重合反応が更に進行し、高い接着力により被処理部材を仮支持することができる
。これは、接着性支持体を被処理部材に接着させた後に加熱処理を行うことで、接着性支
持体と被処理部材との界面におけるアンカー効果が促進されることによるものと推定され
る。
　ここで、本発明におけるラジカル重合性モノマーと熱ラジカル重合開始剤とを併用する
系は、例えば、酸重合性モノマーと熱酸発生剤とを併用する系と比較して、熱によるラジ
カル重合性モノマーの硬化速度が速く、実用上好ましい加熱条件（例えば、加熱時間：１
８０℃，加熱温度：６０秒）においても高い接着力を発現することができる。
　また、仮接着剤を用いて形成された接着性層に対して熱を照射した後に、被処理部材と
接着性支持体との仮接着を行う場合においては、熱により高分子化合物（Ａ）及びラジカ
ル重合性モノマー（Ｂ）の重合反応が進行することにより、後に詳述するように、接着性
層の接着性（すなわち、粘着性及びタック性）を前もって低下させることができる。
　好ましい熱ラジカル重合開始剤としては、熱分解温度が１３０℃～２５０℃であるもの
が好ましく、１５０℃～２２０℃であるものがより好ましい。
　熱ラジカル重合開始剤としては、芳香族ケトン類、オニウム塩化合物、有機過酸化物、
チオ化合物、ヘキサアリールビイミダゾール化合物、ケトオキシムエステル化合物、ボレ
ート化合物、アジニウム化合物、メタロセン化合物、活性エステル化合物、炭素ハロゲン
結合を有する化合物、アゾ系化合物等が挙げられる。また、後述する光ラジカル重合開始
剤に相当するものも挙げられる。中でも、芳香族ケトン類、有機化酸化物、チオ化合物、
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ヘキサアリールビイミダゾール化合物、ケトオキシムエステル化合物、活性エステル化合
物、炭素ハロゲン結合を有する化合物、アゾ系化合物などの非イオン性のラジカル重合開
始剤が好ましく、さらに熱分解温度が１３０℃～２５０℃である観点から、芳香族ケトン
類（より具体的にはチオキサントン類）、ケトオキシムエステル化合物、有機過酸化物又
はアゾ系化合物がより好ましく、有機過酸化物が特に好ましい。
【０１１２】
　具体的には、特開２００８－６３５５４号公報の段落００７４～０１１８に記載されて
いる化合物が挙げられる。
【０１１３】
　本発明に用いられる熱ラジカル重合開始剤は、必要に応じて２種以上を組み合わせて使
用しても良い。
　本発明の半導体装置製造用仮接着剤における熱ラジカル重合開始剤の含有量（２種以上
の場合は総含有量）は、被処理部材と接着性支持体との仮接着を行う前に熱照射を行う場
合における接着性層の接着性の低減、及び、被処理部材と接着性支持体との仮接着後に熱
照射を行う場合における接着性層の接着性の向上の観点から、仮接着剤の全固形分に対し
、０．０１～５０質量％が好ましく、０．１～２０質量％がより好ましく、０．５～１０
質量％であることが最も好ましい。
【０１１４】
（Ｄ）光ラジカル重合開始剤
　本発明の半導体装置製造用仮接着剤は、更に、光ラジカル重合開始剤、すなわち活性光
線又は放射線の照射によりラジカルを発生する化合物を含有することが好ましい。これに
より、例えば、後に詳述するように、被処理部材に接着性支持体を接着させる前に、接着
性支持体における接着性層に対してパターン露光を行うことにより、露光部においては重
合反応が行われ、接着性層に高接着性領域と低接着性領域とを設けることができる。
　活性光線又は放射線の照射によりラジカルを発生する化合物としては、例えば、以下に
述べる重合開始剤として知られているものを用いることができる。
　光ラジカル重合開始剤としては、高分子化合物（Ａ）の重合性基、又は、重合性モノマ
ー（Ｂ）の重合性基における重合反応（架橋反応）を開始する能力を有する限り、特に制
限はなく、公知の重合開始剤の中から適宜選択することができる。例えば、紫外線領域か
ら可視の光線に対して感光性を有するものが好ましい。また、光励起された増感剤と何ら
かの作用を生じ、活性ラジカルを生成する活性剤であってもよい。
　また、前記光ラジカル重合開始剤は、約３００ｎｍ～８００ｎｍ（好ましくは３３０ｎ
ｍ～５００ｎｍ）の範囲内に少なくとも約５０の分子吸光係数を有する化合物を、少なく
とも１種含有していることが好ましい。
【０１１５】
　光ラジカル重合開始剤としては、公知の化合物を制限なく使用できるが、例えば、ハロ
ゲン化炭化水素誘導体（例えば、トリアジン骨格を有するもの、オキサジアゾール骨格を
有するもの、トリハロメチル基を有するものなど）、アシルホスフィンオキサイド等のア
シルホスフィン化合物、ヘキサアリールビイミダゾール、オキシム誘導体等のオキシム化
合物、有機過酸化物、チオ化合物、ケトン化合物、芳香族オニウム塩、ケトオキシムエー
テル、アミノアセトフェノン化合物、ヒドロキシアセトフェノン、アゾ系化合物、アジド
化合物、メタロセン化合物、有機ホウ素化合物、鉄アレーン錯体などが挙げられる。光ラ
ジカル重合開始剤としては、非イオン性の光ラジカル重合開始剤が好ましく、例えば、ハ
ロゲン化炭化水素誘導体（例えば、トリアジン骨格を有するもの、オキサジアゾール骨格
を有するもの、トリハロメチル基を有するものなど）、アシルホスフィンオキサイド等の
アシルホスフィン化合物、ヘキサアリールビイミダゾール、オキシム誘導体等のオキシム
化合物、有機過酸化物、チオ化合物、ケトン化合物、ケトオキシムエーテル、アミノアセ
トフェノン化合物、ヒドロキシアセトフェノン、アゾ系化合物、などが挙げられる。
【０１１６】
　前記トリアジン骨格を有するハロゲン化炭化水素化合物としては、例えば、若林ら著、
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Ｂｕｌｌ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．Ｊａｐａｎ，４２、２９２４（１９６９）記載の化合物、
英国特許１３８８４９２号明細書記載の化合物、特開昭５３－１３３４２８号公報記載の
化合物、独国特許３３３７０２４号明細書記載の化合物、Ｆ．Ｃ．Ｓｃｈａｅｆｅｒなど
によるＪ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．；２９、１５２７（１９６４）記載の化合物、特開昭６２
－５８２４１号公報記載の化合物、特開平５－２８１７２８号公報記載の化合物、特開平
５－３４９２０号公報記載化合物、米国特許第４２１２９７６号明細書に記載されている
化合物、などが挙げられる。
【０１１７】
　前記米国特許第４２１２９７６号明細書に記載されている化合物としては、例えば、オ
キサジアゾール骨格を有する化合物（例えば、２－トリクロロメチル－５－フェニル－１
，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（４－クロロフェニル）－１
，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（１－ナフチル）－１，３，
４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（２－ナフチル）－１，３，４－オ
キサジアゾール、２－トリブロモメチル－５－フェニル－１，３，４－オキサジアゾール
、２－トリブロモメチル－５－（２－ナフチル）－１，３，４－オキサジアゾール；２－
トリクロロメチル－５－スチリル－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチ
ル－５－（４－クロルスチリル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチ
ル－５－（４－メトキシスチリル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメ
チル－５－（１－ナフチル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチル－
５－（４－ｎ－ブトキシスチリル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリプロモメ
チル－５－スチリル－１，３，４－オキサジアゾールなど）などが挙げられる。
【０１１８】
　また、上記以外の重合開始剤として、アクリジン誘導体（例えば、９－フェニルアクリ
ジン、１，７－ビス（９，９’－アクリジニル）ヘプタンなど）、Ｎ－フェニルグリシン
など、ポリハロゲン化合物（例えば、四臭化炭素、フェニルトリブロモメチルスルホン、
フェニルトリクロロメチルケトンなど）、クマリン類（例えば、３－（２－ベンゾフラノ
イル）－７－ジエチルアミノクマリン、３－（２－ベンゾフロイル）－７－（１－ピロリ
ジニル）クマリン、３－ベンゾイル－７－ジエチルアミノクマリン、３－（２－メトキシ
ベンゾイル）－７－ジエチルアミノクマリン、３－（４－ジメチルアミノベンゾイル）－
７－ジエチルアミノクマリン、３，３’－カルボニルビス（５，７－ジ－ｎ－プロポキシ
クマリン）、３，３’－カルボニルビス（７－ジエチルアミノクマリン）、３－ベンゾイ
ル－７－メトキシクマリン、３－（２－フロイル）－７－ジエチルアミノクマリン、３－
（４－ジエチルアミノシンナモイル）－７－ジエチルアミノクマリン、７－メトキシ－３
－（３－ピリジルカルボニル）クマリン、３－ベンゾイル－５，７－ジプロポキシクマリ
ン、７－ベンゾトリアゾール－２－イルクマリン、また、特開平５－１９４７５号公報、
特開平７－２７１０２８号公報、特開２００２－３６３２０６号公報、特開２００２－３
６３２０７号公報、特開２００２－３６３２０８号公報、特開２００２－３６３２０９号
公報などに記載のクマリン化合物など）、アシルホスフィンオキサイド類（例えば、ビス
（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，６
－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチル－ペンチルフェニルホスフィンオキ
サイド、ＬｕｃｉｒｉｎＴＰＯなど）、メタロセン類（例えば、ビス（η５－２，４－シ
クロペンタジエン－１－イル）－ビス（２，６－ジフロロ－３－（１Ｈ－ピロール－１－
イル）－フェニル）チタニウム、η５－シクロペンタジエニル－η６－クメニル－アイア
ン（１＋）－ヘキサフロロホスフェート（１－）など）、特開昭５３－１３３４２８号公
報、特公昭５７－１８１９号公報、同５７－６０９６号公報、及び米国特許第３６１５４
５５号明細書に記載された化合物などが挙げられる。
【０１１９】
　前記ケトン化合物としては、例えば、ベンゾフェノン、２－メチルベンゾフェノン、３
－メチルベンゾフェノン、４－メチルベンゾフェノン、４－メトキシベンゾフェノン、２
－クロロベンゾフェノン、４－クロロベンゾフェノン、４－ブロモベンゾフェノン、２－
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カルボキシベンゾフェノン、２－エトキシカルボニルベンゾフェノン、ベンゾフェノンテ
トラカルボン酸又はそのテトラメチルエステル、４，４’－ビス（ジアルキルアミノ）ベ
ンゾフェノン類（例えば、４，４’－ビス（ジメチルアミノ）ベンゾフェノン、４，４’
－ビスジシクロヘキシルアミノ）ベンゾフェノン、４，４’－ビス（ジエチルアミノ）ベ
ンゾフェノン、４，４’－ビス（ジヒドロキシエチルアミノ）ベンゾフェノン、４－メト
キシ－４’－ジメチルアミノベンゾフェノン、４，４’－ジメトキシベンゾフェノン、４
－ジメチルアミノベンゾフェノン、４－ジメチルアミノアセトフェノン、ベンジル、アン
トラキノン、２－ｔ－ブチルアントラキノン、２－メチルアントラキノン、フェナントラ
キノン、キサントン、チオキサントン、２－クロル－チオキサントン、２，４－ジエチル
チオキサントン、フルオレノン、２－ベンジル－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノ
フェニル）－１－ブタノン、２－メチル－１－〔４－（メチルチオ）フェニル〕－２－モ
ルホリノ－１－プロパノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－〔４－（１－メチルビニル）
フェニル〕プロパノールオリゴマー、ベンゾイン、ベンゾインエーテル類（例えば、ベン
ゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインプロピルエーテル、ベン
ゾインイソプロピルエーテル、ベンゾインフェニルエーテル、ベンジルジメチルケタール
）、アクリドン、クロロアクリドン、Ｎ－メチルアクリドン、Ｎ－ブチルアクリドン、Ｎ
－ブチル－クロロアクリドンなどが挙げられる。
【０１２０】
　光ラジカル重合開始剤としては、ヒドロキシアセトフェノン化合物、アミノアセトフェ
ノン化合物、及び、アシルホスフィン化合物も好適に用いることができる。より具体的に
は、例えば、特開平１０－２９１９６９号公報に記載のアミノアセトフェノン系開始剤、
特許第４２２５８９８号公報に記載のアシルホスフィンオキシド系開始剤も用いることが
できる。
　ヒドロキシアセトフェノン系開始剤としては、ＩＲＧＡＣＵＲＥ－１８４、ＤＡＲＯＣ
ＵＲ－１１７３、ＩＲＧＡＣＵＲＥ－５００、ＩＲＧＡＣＵＲＥ－２９５９，ＩＲＧＡＣ
ＵＲＥ－１２７（商品名：いずれもＢＡＳＦ社製）を用いることができる。アミノアセト
フェノン系開始剤としては、市販品であるＩＲＧＡＣＵＲＥ－９０７、ＩＲＧＡＣＵＲＥ
－３６９、及び、ＩＲＧＡＣＵＲＥ－３７９（商品名：いずれもＢＡＳＦ社製）を用いる
ことができる。アミノアセトフェノン系開始剤として、３６５ｎｍまたは４０５ｎｍ等の
長波光源に吸収波長がマッチングされた特開２００９－１９１１７９公報に記載の化合物
も用いることができる。また、アシルホスフィン系開始剤としては市販品であるＩＲＧＡ
ＣＵＲＥ－８１９やＤＡＲＯＣＵＲ－ＴＰＯ（商品名：いずれもＢＡＳＦ社製）を用いる
ことができる。
【０１２１】
　光ラジカル重合開始剤として、より好ましくはオキシム系化合物が挙げられる。オキシ
ム系開始剤の具体例としては、特開２００１－２３３８４２号記載の化合物、特開２００
０－８００６８号記載の化合物、特開２００６－３４２１６６号記載の化合物を用いるこ
とができる。
【０１２２】
　光ラジカル重合開始剤として好適に用いられるオキシム誘導体等のオキシム化合物とし
ては、例えば、３－ベンゾイロキシイミノブタン－２－オン、３－アセトキシイミノブタ
ン－２－オン、３－プロピオニルオキシイミノブタン－２－オン、２－アセトキシイミノ
ペンタン－３－オン、２－アセトキシイミノ－１－フェニルプロパン－１－オン、２－ベ
ンゾイロキシイミノ－１－フェニルプロパン－１－オン、３－（４－トルエンスルホニル
オキシ）イミノブタン－２－オン、及び２－エトキシカルボニルオキシイミノ－１－フェ
ニルプロパン－１－オンなどが挙げられる。
【０１２３】
　オキシムエステル化合物としては、Ｊ．Ｃ．Ｓ．Ｐｅｒｋｉｎ　ＩＩ（１９７９年）ｐ
ｐ．１６５３－１６６０）、Ｊ．Ｃ．Ｓ．Ｐｅｒｋｉｎ　ＩＩ（１９７９年）ｐｐ．１５
６－１６２、Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｈｏｔｏｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎ
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ｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（１９９５年）ｐｐ．２０２－２３２、特開２０００－６６３
８５号公報記載の化合物、特開２０００－８００６８号公報、特表２００４－５３４７９
７号公報、特開２００６－３４２１６６号公報の各公報に記載の化合物等が挙げられる。
　市販品ではＩＲＧＡＣＵＲＥ－ＯＸＥ０１（ＢＡＳＦ社製）、ＩＲＧＡＣＵＲＥ－ＯＸ
Ｅ０２（ＢＡＳＦ社製）も好適に用いられる。
【０１２４】
　また上記記載以外のオキシムエステル化合物として、カルバゾールＮ位にオキシムが連
結した特表２００９－５１９９０４号公報に記載の化合物、ベンゾフェノン部位にヘテロ
置換基が導入された米国特許７６２６９５７号公報に記載の化合物、色素部位にニトロ基
が導入された特開２０１０－１５０２５号公報および米国特許公開２００９－２９２０３
９号記載の化合物、国際公開特許２００９－１３１１８９号公報に記載のケトオキシム系
化合物、トリアジン骨格とオキシム骨格を同一分子内に含有する米国特許７５５６９１０
号公報に記載の化合物、４０５ｎｍに吸収極大を有しｇ線光源に対して良好な感度を有す
る特開２００９－２２１１１４号公報記載の化合物、などを用いてもよい。
【０１２５】
　好ましくはさらに、特開２００７－２３１０００号公報、及び、特開２００７－３２２
７４４号公報に記載される環状オキシム化合物に対しても好適に用いることができる。環
状オキシム化合物の中でも、特に特開２０１０－３２９８５号公報、特開２０１０－１８
５０７２号公報に記載されるカルバゾール色素に縮環した環状オキシム化合物は、高い光
吸収性を有し高感度化の観点から好ましい。
　また、オキシム化合物の特定部位に不飽和結合を有する特開２００９－２４２４６９号
公報に記載の化合物も、重合不活性ラジカルから活性ラジカルを再生することで高感度化
を達成でき好適に使用することができる。
【０１２６】
　最も好ましくは、特開２００７－２６９７７９号公報に示される特定置換基を有するオ
キシム化合物や、特開２００９－１９１０６１号公報に示されるチオアリール基を有する
オキシム化合物が挙げられる。
【０１２７】
　光ラジカル重合開始剤としては、露光感度の観点から、トリハロメチルトリアジン化合
物、ベンジルジメチルケタール化合物、α－ヒドロキシケトン化合物、α－アミノケトン
化合物、アシルホスフィン化合物、フォスフィンオキサイド化合物、メタロセン化合物、
オキシム化合物、トリアリルイミダゾールダイマー、オニウム化合物、ベンゾチアゾール
化合物、ベンゾフェノン化合物、アセトフェノン化合物及びその誘導体、シクロペンタジ
エン－ベンゼン－鉄錯体及びその塩、ハロメチルオキサジアゾール化合物、３－アリール
置換クマリン化合物からなる群より選択される化合物が好ましい。
【０１２８】
　さらに好ましくは、トリハロメチルトリアジン化合物、α－アミノケトン化合物、アシ
ルホスフィン化合物、フォスフィンオキサイド化合物、オキシム化合物、トリアリルイミ
ダゾールダイマー、オニウム化合物、ベンゾフェノン化合物、アセトフェノン化合物であ
り、トリハロメチルトリアジン化合物、α－アミノケトン化合物、オキシム化合物、トリ
アリルイミダゾールダイマー、ベンゾフェノン化合物からなる群より選ばれる少なくとも
一種の化合物が最も好ましいく、オキシム化合物を用いるのが最も好ましい。
【０１２９】
　本発明に用いられる光ラジカル重合開始剤は、必要に応じて２種以上を組み合わせて使
用しても良い。
　光ラジカル重合開始剤の含有量（２種以上の場合は総含有量）は、仮接着剤の全固形分
に対し０．１質量％以上５０質量％以下であることが好ましく、より好ましくは０．１質
量％以上３０質量％以下、更に好ましくは０．１質量％以上２０質量％以下である。
【０１３０】
＜その他の成分＞
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　本発明の仮接着剤は、本発明の効果を損なわない範囲において、目的に応じて、上記成
分（Ａ）～（Ｄ）とは異なる、種々の化合物を更に含有することができる。
【０１３１】
（Ｅ）ラジカル重合性基を有さない高分子化合物
　本発明の半導体装置製造用仮接着剤には、剥離性と接着性の両方をバランスよく向上さ
せるために、高分子化合物（Ａ）に加えて別の高分子化合物（Ｅ）を添加してもよい。こ
のような高分子化合物としては、（メタ）アクリル系重合体、ポリウレタン樹脂、ポリビ
ニルアルコール樹脂、ポリビニルアセタール樹脂（好ましくは、ポリビニルブチラール樹
脂）、ポリビニルホルマール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、
及び、ノボラック樹脂などが用いられる。
【０１３２】
　本発明において、「（メタ）アクリル系重合体」とは、（メタ）アクリル酸、（メタ）
アクリル酸エステル（アルキルエステル、アリールエステル、アリルエステルなど）、（
メタ）アクリルアミド及び（メタ）アクリルアミド誘導体などの（メタ）アクリル酸誘導
体を重合成分として有する共重合体のことをいう。
　「ポリウレタン樹脂」とは、イソシアネート基を２つ以上有する化合物とヒドロキシル
基を２つ以上有する化合物の縮合反応により生成されるポリマーのことをいう。
【０１３３】
　「ポリビニルブチラール樹脂」とは、ポリ酢酸ビニルを一部又は全て鹸化して得られる
ポリビニルアルコールとブチルアルデヒドを酸性条件下で反応（アセタール化反応）させ
て合成されるポリマーのことをいい、さらに、残存したヒドロキシ基と酸基等有する化合
物を反応させる方法等により酸基等を導入したポリマーも含まれる。
【０１３４】
　「ノボラック樹脂」とは、フェノール類（フェノールやクレゾールなど）とアルデヒド
類（ホルムアルデヒドなど）の縮合反応によって生成されるポリマーのことをいう。さら
に、残存したヒドロキシ基に対して別の化合物を反応させる方法等により置換基を導入し
たポリマーも含まれる。
　前記ノボラック樹脂の好適な一例としては、フェノールホルムアルデヒド樹脂、ｍ－ク
レゾールホルムアルデヒド樹脂、ｐ－クレゾールホルムアルデヒド樹脂、ｍ－／ｐ－混合
クレゾールホルムアルデヒド樹脂、フェノール／クレゾール（ｍ－，ｐ－，又はｍ－／ｐ
－混合のいずれでもよい）混合ホルムアルデヒド樹脂等のノボラック樹脂が挙げられる。
重量平均分子量が５００～２０，０００、数平均分子量が２００～１０，０００のノボラ
ック樹脂が好ましい。また、ノボラック樹脂中のヒドロキシ基に対して別の化合物とを反
応させて置換基を導入した化合物も好ましく使用できる。
【０１３５】
　前記高分子化合物（Ｅ）は、重量平均分子量５０００以上が好ましく、１万～３０万が
より好ましく、また、数平均分子量１０００以上が好ましく、２０００～２５万がより好
ましい。多分散度（重量平均分子量／数平均分子量）は、１．１～１０が好ましい。
　前記高分子化合物は単独で用いても２種以上を混合して用いてもよい。
【０１３６】
　前記高分子化合物（Ｅ）の含有量は、良好な接着強度の観点から、仮接着剤の全固形分
に対して、５～９５質量％が好ましく、１０～９０質量％がより好ましく、２０～８０質
量％が更に好ましい。
【０１３７】
（Ｆ）増感色素
　本発明の接着剤組成物は、増感色素（Ｆ）を含んでも良い。
　本発明に用いられる増感色素は、露光時の光を吸収して励起状態となり、前記重合開始
剤に電子移動、エネルギー移動又は発熱などでエネルギーを供与し、重合開始機能を向上
させるものであれば特に限定せず用いることができる。特に、３００～４５０ｎｍ又は７
５０～１４００ｎｍの波長域に極大吸収を有する増感色素が好ましく用いられる。
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【０１３８】
　前記３００～４５０ｎｍの波長域に極大吸収を有する増感色素としては、メロシアニン
類、ベンゾピラン類、クマリン類、芳香族ケトン類、アントラセン類、スチリル類、オキ
サゾール類等の色素を挙げることができる。
【０１３９】
　前記３００～４５０ｎｍの波長域に吸収極大を持つ増感色素のうち、高感度の観点から
より好ましい色素は下記一般式（ＩＸ）で表される色素である。
【０１４０】
【化２０】

【０１４１】
　一般式（ＩＸ）中、Ａ２２１は置換基を有してもよいアリール基又はヘテロアリール基
を表し、Ｘ２２１は酸素原子、硫黄原子又は＝Ｎ（Ｒ２２３）を表す。Ｒ２２１、Ｒ２２

２及びＲ２２３は、それぞれ独立して、１価の非金属原子団を表し、Ａ２２１とＲ２２１

又はＲ２２２とＲ２２３は、それぞれ互いに結合して、脂肪族性または芳香族性の環を形
成してもよい。
【０１４２】
　一般式（ＩＸ）について更に詳しく説明する。Ｒ２２１、Ｒ２２２又はＲ２２３で表さ
れる１価の非金属原子団は、好ましくは、水素原子、置換もしくは非置換のアルキル基、
置換もしくは非置換のアルケニル基、置換もしくは非置換のアリール基、置換もしくは非
置換のヘテロアリール基、置換もしくは非置換のアルコキシ基、置換もしくは非置換のア
ルキルチオ基、ヒドロキシル基、又は、ハロゲン原子を表す。
【０１４３】
　Ａ２２１で表される置換基を有してもよいアリール基及びヘテロアリール基は、各々Ｒ
２２１、Ｒ２２２及びＲ２２３で記載した置換もしくは非置換のアリール基及び置換もし
くは非置換のヘテロアリール基と同様である。
【０１４４】
　このような増感色素の具体例としては、特開２００７－５８１７０号の段落番号〔００
４７〕～〔００５３〕、特開２００７－９３８６６号の段落番号〔００３６〕～〔００３
７〕、特開２００７－７２８１６号の段落番号〔００４２〕～〔００４７〕に記載の化合
物が好ましく用いられる。
【０１４５】
　また、特開２００６－１８９６０４号、特開２００７－１７１４０６号、特開２００７
－２０６２１６号、特開２００７－２０６２１７号、特開２００７－２２５７０１号、特
開２００７－２２５７０２号、特開２００７－３１６５８２号、特開２００７－３２８２
４３号に記載の増感色素も好ましく用いることができる。
【０１４６】
　続いて、前記７５０～１４００ｎｍの波長域に極大吸収を有する増感色素（以降、赤外
線吸収剤と称することもある）について記載する。赤外線吸収剤は染料又は顔料が好まし
く用いられる。
【０１４７】
　前記染料としては、市販の染料および例えば、「染料便覧」（有機合成化学協会編集、
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昭和４５年刊）等の文献に記載されている公知のものが利用できる。具体的には、アゾ染
料、金属錯塩アゾ染料、ピラゾロンアゾ染料、ナフトキノン染料、アントラキノン染料、
フタロシアニン染料、カルボニウム染料、キノンイミン染料、メチン染料、シアニン染料
、スクアリリウム色素、ピリリウム塩、金属チオレート錯体等の染料が挙げられる。
　これらの染料のうち特に好ましいものとしては、シアニン色素、スクアリリウム色素、
ピリリウム塩、ニッケルチオレート錯体、インドレニンシアニン色素が挙げられる。更に
、シアニン色素やインドレニンシアニン色素が好ましく、特に好ましい例として下記一般
式（ａ）で示されるシアニン色素が挙げられる。
【０１４８】
【化２１】

【０１４９】
　一般式（ａ）中、Ｘ１３１は、水素原子、ハロゲン原子、－Ｎ（Ｐｈ）２、－Ｘ１３２

－Ｌ１３１または以下に示す基を表す。なお、Ｐｈはフェニル基を表す。
【０１５０】
【化２２】

【０１５１】
　ここで、Ｘ１３２は酸素原子、窒素原子または硫黄原子を示し、Ｌ１３１は炭素原子数
１～１２の炭化水素基、ヘテロ原子（Ｎ、Ｓ、Ｏ、ハロゲン原子、Ｓｅ）を有するアリー
ル基、ヘテロ原子を含む炭素原子数１～１２の炭化水素基を示す。Ｘａ

－は後述するＺａ
－と同義である。Ｒ１４１は、水素原子またはアルキル基、アリール基、置換または無置
換のアミノ基、ハロゲン原子より選択される置換基を表す。
【０１５２】
　Ｒ１３１およびＲ１３２は、それぞれ、炭素数１～１２の炭化水素基を示す。仮接着剤
の保存安定性から、Ｒ１３１およびＲ１３２は、炭素原子数２個以上の炭化水素基である
ことが好ましい。またＲ１３１およびＲ１３２は互いに連結し環を形成してもよく、環を
形成する際は５員環または６員環を形成していることが特に好ましい。
【０１５３】
　Ａｒ１３１、Ａｒ１３２は、それぞれ同じでも異なってもよく、置換基を有していても
よいアリール基を示す。好ましいアリール基としては、ベンゼン環基およびナフタレン環
基が挙げられる。また、好ましい置換基としては、炭素数１２以下の炭化水素基、ハロゲ
ン原子、炭素数１２以下のアルコキシ基が挙げられる。Ｙ１３１、Ｙ１３２は、それぞれ
同じでも異なってもよく、硫黄原子または炭素数１２以下のジアルキルメチレン基を示す
。Ｒ１３３、Ｒ１３４は、それぞれ同じでも異なってもよく、置換基を有していてもよい
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炭素数２０以下の炭化水素基を示す。好ましい置換基としては、炭素原子数１２以下のア
ルコキシ基、カルボキシル基、スルホ基が挙げられる。Ｒ１３５、Ｒ１３６、Ｒ１３７お
よびＲ１３８は、それぞれ同じでも異なってもよく、水素原子または炭素数１２以下の炭
化水素基を示す。原料の入手容易性から、好ましくは水素原子である。また、Ｚａ

－は、
対アニオンを示す。ただし、一般式（ａ）で示されるシアニン色素が、その構造内にアニ
オン性の置換基を有し、電荷の中和が必要ない場合にはＺａ

－は必要ない。好ましいＺａ
－は、仮接着剤の保存安定性から、ハロゲン化物イオン、過塩素酸イオン、テトラフルオ
ロボレートイオン、ヘキサフルオロホスフェートイオンおよびスルホン酸イオンであり、
特に好ましくは、過塩素酸イオン、ヘキサフルオロホスフェートイオンおよびアリールス
ルホン酸イオンである。
【０１５４】
　前記一般式（ａ）で示されるシアニン色素の具体例としては、特開２００１－１３３９
６９号の段落番号〔００１７〕～〔００１９〕に記載の化合物、特開２００２－０２３３
６０号の段落番号〔００１６〕～〔００２１〕、特開２００２－０４０６３８号の段落番
号〔００１２〕～〔００３７〕に記載の化合物、好ましくは特開２００２－２７８０５７
号の段落番号〔００３４〕～〔００４１〕、特開２００８－１９５０１８号の段落番号〔
００８０〕～〔００８６〕に記載の化合物、特に好ましくは特開２００７－９０８５０号
の段落番号〔００３５〕～〔００４３〕に記載の化合物が挙げられる。
【０１５５】
　また特開平５－５００５号の段落番号〔０００８〕～〔０００９〕、特開２００１－２
２２１０１号の段落番号〔００２２〕～〔００２５〕に記載の化合物も好ましく使用する
ことが出来る。
【０１５６】
　前記赤外線吸収染料は、１種のみを用いてもよいし、２種以上を併用してもよく、顔料
等の赤外線吸収染料以外の赤外線吸収剤を併用してもよい。顔料としては、特開２００８
－１９５０１８号公報の段落番号〔００７２〕～〔００７６〕に記載の化合物が好ましい
。
【０１５７】
　増感色素（Ｆ）の含有量は、仮接着剤の全固形分１００質量部に対し、好ましくは０．
０５～３０質量部、更に好ましくは０．１～２０質量部、特に好ましくは０．２～１０質
量部である。
【０１５８】
（Ｇ）連鎖移動剤
　本発明の半導体装置製造用仮接着剤は、連鎖移動剤を含有することが好ましい。連鎖移
動剤は、例えば高分子辞典第三版（高分子学会編、２００５年）６８３－６８４頁に定義
されている。連鎖移動剤としては、例えば、分子内にＳＨ、ＰＨ、ＳｉＨ、ＧｅＨを有す
る化合物群が用いられる。これらは、低活性のラジカル種に水素供与して、ラジカルを生
成するか、もしくは、酸化された後、脱プロトンすることによりラジカルを生成しうる。
前記感光性樹脂組成物には、特に、チオール化合物（例えば、２－メルカプトベンズイミ
ダゾール類、２－メルカプトベンズチアゾール類、２－メルカプトベンズオキサゾール類
、３－メルカプトトリアゾール類、５－メルカプトテトラゾール類等）を好ましく用いる
ことができる。
【０１５９】
　連鎖移動剤の好ましい含有量は、仮接着剤の全固形分１００質量部に対し、好ましくは
０．０１～２０質量部、更に好ましくは１～１０質量部、特に好ましくは１～５質量部で
ある。
【０１６０】
（Ｈ）重合禁止剤
　本発明の仮接着剤には、仮接着剤の製造中または保存中において高分子化合物（Ａ）及
びラジカル重合性モノマー（Ｂ）の不要な熱重合を防止するために、少量の重合禁止剤を
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添加するのが好ましい。
　重合禁止剤としては、例えば、ハイドロキノン、ｐ－メトキシフェノール、ジ－ｔ－ブ
チル－ｐ－クレゾール、ピロガロール、ｔ－ブチルカテコール、ベンゾキノン、４，４′
－チオビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２′－メチレンビス（４－
メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、Ｎ－ニトロソ－Ｎ－フェニルヒドロキシルアミン
アルミニウム塩が好適に挙げられる。
　重合禁止剤の添加量は、仮接着剤の全固形分に対して、約０．０１～約５質量％である
のが好ましい。
【０１６１】
（Ｉ）高級脂肪酸誘導体等
　本発明の仮接着剤には、酸素による重合阻害を防止するために、ベヘン酸やベヘン酸ア
ミドのような高級脂肪酸誘導体等を添加して、塗布後の乾燥の過程で接着性層の表面に偏
在させてもよい。高級脂肪酸誘導体の添加量は、仮接着剤の全固形分に対して、約０．１
～約１０質量％であるのが好ましい。
【０１６２】
（Ｊ）その他の添加剤
　また、本発明の仮接着剤は、本発明の効果を損なわない範囲で、必要に応じて、各種添
加物、例えば、硬化剤、硬化触媒、シランカップリング剤、充填剤、密着促進剤、酸化防
止剤、紫外線吸収剤、凝集防止剤等を配合することができる。
【０１６３】
（Ｋ）溶剤
　本発明の半導体装置製造用仮接着剤は、溶剤（通常、有機溶剤）に溶解させて塗布する
ことができる。溶剤は、各成分の溶解性や仮接着剤の塗布性を満足すれば基本的には特に
制限はない。
【０１６４】
　有機溶剤としては、エステル類として、例えば、酢酸エチル、酢酸－ｎ－ブチル、酢酸
イソブチル、ギ酸アミル、酢酸イソアミル、酢酸イソブチル、プロピオン酸ブチル、酪酸
イソプロピル、酪酸エチル、酪酸ブチル、乳酸メチル、乳酸エチル、オキシ酢酸アルキル
（例：オキシ酢酸メチル、オキシ酢酸エチル、オキシ酢酸ブチル（例えば、メトキシ酢酸
メチル、メトキシ酢酸エチル、メトキシ酢酸ブチル、エトキシ酢酸メチル、エトキシ酢酸
エチル等））、３－オキシプロピオン酸アルキルエステル類（例：３－オキシプロピオン
酸メチル、３－オキシプロピオン酸エチル等（例えば、３－メトキシプロピオン酸メチル
、３－メトキシプロピオン酸エチル、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプ
ロピオン酸エチル等））、２－オキシプロピオン酸アルキルエステル類（例：２－オキシ
プロピオン酸メチル、２－オキシプロピオン酸エチル、２－オキシプロピオン酸プロピル
等（例えば、２－メトキシプロピオン酸メチル、２－メトキシプロピオン酸エチル、２－
メトキシプロピオン酸プロピル、２－エトキシプロピオン酸メチル、２－エトキシプロピ
オン酸エチル））、２－オキシ－２－メチルプロピオン酸メチル及び２－オキシ－２－メ
チルプロピオン酸エチル（例えば、２－メトキシ－２－メチルプロピオン酸メチル、２－
エトキシ－２－メチルプロピオン酸エチル等）、ピルビン酸メチル、ピルビン酸エチル、
ピルビン酸プロピル、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、２－オキソブタン酸メチル
、２－オキソブタン酸エチル等、並びに、エーテル類として、例えば、ジエチレングリコ
ールジメチルエーテル、テトラヒドロフラン、エチレングリコールモノメチルエーテル、
エチレングリコールモノエチルエーテル、メチルセロソルブアセテート、エチルセロソル
ブアセテート、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエ
チルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモノメ
チルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコ
ールモノエチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノプロピルエーテルアセテ
ート等、並びに、ケトン類として、例えば、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、２
－ヘプタノン、３－ヘプタノン等、並びに、芳香族炭化水素類として、例えば、トルエン
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、キシレン等が好適に挙げられる。
【０１６５】
　これらの溶剤は、塗布面状の改良などの観点から、２種以上を混合する形態も好ましい
。この場合、特に好ましくは、上記の３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプ
ロピオン酸エチル、エチルセロソルブアセテート、乳酸エチル、ジエチレングリコールジ
メチルエーテル、酢酸ブチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、２－ヘプタノン、シク
ロヘキサノン、エチルカルビトールアセテート、ブチルカルビトールアセテート、プロピ
レングリコールメチルエーテル、及びプロピレングリコールメチルエーテルアセテートか
ら選択される２種以上で構成される混合溶液である。
【０１６６】
　仮接着剤の塗布液中における溶剤の含有量は、塗布性の観点から、仮接着剤の全固形分
濃度が５～８０質量％になる量とすることが好ましく、５～７０質量％が更に好ましく、
１０～６０質量％が特に好ましい。
【０１６７】
（Ｌ）界面活性剤
　本発明の仮接着剤には、塗布性をより向上させる観点から、各種の界面活性剤を添加し
てもよい。界面活性剤としては、フッ素系界面活性剤、ノニオン系界面活性剤、カチオン
系界面活性剤、アニオン系界面活性剤、シリコーン系界面活性剤などの各種界面活性剤を
使用できる。
【０１６８】
　特に、本発明の仮接着剤は、フッ素系界面活性剤を含有することで、塗布液として調製
したときの液特性（特に、流動性）がより向上することから、塗布厚の均一性や省液性を
より改善することができる。
　即ち、フッ素系界面活性剤を含有する仮接着剤を適用した塗布液を用いて膜形成する場
合においては、被塗布面と塗布液との界面張力を低下させることにより、被塗布面への濡
れ性が改善され、被塗布面への塗布性が向上する。このため、少量の液量で数μｍ程度の
薄膜を形成した場合であっても、厚みムラの小さい均一厚の膜形成をより好適に行える点
で有効である。
【０１６９】
　フッ素系界面活性剤中のフッ素含有率は、３質量％～４０質量％が好適であり、より好
ましくは５質量％～３０質量％であり、特に好ましくは７質量％～２５質量％である。フ
ッ素含有率がこの範囲内であるフッ素系界面活性剤は、塗布膜の厚さの均一性や省液性の
点で効果的であり、仮接着剤中における溶解性も良好である。
【０１７０】
　フッ素系界面活性剤としては、例えば、メガファックＦ１７１、同Ｆ１７２、同Ｆ１７
３、同Ｆ１７６、同Ｆ１７７、同Ｆ１４１、同Ｆ１４２、同Ｆ１４３、同Ｆ１４４、同Ｒ
３０、同Ｆ４３７、同Ｆ４７５、同Ｆ４７９、同Ｆ４８２、同Ｆ５５４、同Ｆ７８０、同
Ｆ７８１（以上、ＤＩＣ（株）製）、フロラードＦＣ４３０、同ＦＣ４３１、同ＦＣ１７
１（以上、住友スリーエム（株）製）、サーフロンＳ－３８２、同ＳＣ－１０１、同ＳＣ
－１０３、同ＳＣ－１０４、同ＳＣ－１０５、同ＳＣ１０６８、同ＳＣ－３８１、同ＳＣ
－３８３、同Ｓ３９３、同ＫＨ－４０（以上、旭硝子（株）製）、ＰＦ６３６、ＰＦ６５
６、ＰＦ６３２０、ＰＦ６５２０、ＰＦ７００２（ＯＭＮＯＶＡ社製）等が挙げられる。
【０１７１】
　ノニオン系界面活性剤として具体的には、グリセロール、トリメチロールプロパン、ト
リメチロールエタン並びにそれらのエトキシレート及びプロポキシレート（例えば、グリ
セロールプロポキシレート、グリセリンエトキシレート等）、ポリオキシエチレンラウリ
ルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエー
テル、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニ
ルエーテル、ポリエチレングリコールジラウレート、ポリエチレングリコールジステアレ
ート、ソルビタン脂肪酸エステル（ＢＡＳＦ社製のプルロニックＬ１０、Ｌ３１、Ｌ６１
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、Ｌ６２、１０Ｒ５、１７Ｒ２、２５Ｒ２、テトロニック３０４、７０１、７０４、９０
１、９０４、１５０Ｒ１、ソルスパース２００００（日本ルーブリゾール（株）製）等が
挙げられる。
【０１７２】
　カチオン系界面活性剤として具体的には、フタロシアニン誘導体（商品名：ＥＦＫＡ－
７４５、森下産業（株）製）、オルガノシロキサンポリマーＫＰ３４１（信越化学工業（
株）製）、（メタ）アクリル酸系（共）重合体ポリフローＮｏ．７５、Ｎｏ．９０、Ｎｏ
．９５（共栄社化学（株）製）、Ｗ００１（裕商（株）製）等が挙げられる。
【０１７３】
　アニオン系界面活性剤として具体的には、Ｗ００４、Ｗ００５、Ｗ０１７（裕商（株）
社製）等が挙げられる。
【０１７４】
　シリコーン系界面活性剤としては、例えば、東レ・ダウコーニング（株）製「トーレシ
リコーンＤＣ３ＰＡ」、「トーレシリコーンＳＨ７ＰＡ」、「トーレシリコーンＤＣ１１
ＰＡ」，「トーレシリコーンＳＨ２１ＰＡ」，「トーレシリコーンＳＨ２８ＰＡ」、「ト
ーレシリコーンＳＨ２９ＰＡ」、「トーレシリコーンＳＨ３０ＰＡ」、「トーレシリコー
ンＳＨ８４００」、モメンティブ・パフォーマンス・マテリアルズ社製「ＴＳＦ－４４４
０」、「ＴＳＦ－４３００」、「ＴＳＦ－４４４５」、「ＴＳＦ－４４６０」、「ＴＳＦ
－４４５２」、信越シリコーン株式会社製「ＫＰ３４１」、「ＫＦ６００１」、「ＫＦ６
００２」、ビックケミー社製「ＢＹＫ３０７」、「ＢＹＫ３２３」、「ＢＹＫ３３０」等
が挙げられる。
　界面活性剤は、１種のみを用いてもよいし、２種類以上を組み合わせてもよい。
　界面活性剤の添加量は、仮接着剤の全固形分に対して、０．００１質量％～２．０質量
％が好ましく、より好ましくは０．００５質量％～１．０質量％である。
【０１７５】
　次いで、以上に説明した本発明の半導体装置製造用仮接着剤を用いた、接着性支持体、
及び、半導体装置の製造方法について説明する。
【０１７６】
　図１Ａ及び図１Ｂは、それぞれ、接着性支持体とデバイスウエハとの仮接着を説明する
概略断面図、及び、接着性支持体により仮接着されたデバイスウエハが薄型化された状態
を示す概略断面図である。
【０１７７】
　本発明の実施形態において、図１Ａに示すように、先ず、キャリア基板１２の上に接着
性層１１が設けられてなる接着性支持体１００が準備される。
　キャリア基板１２の素材は特に限定されないが、例えば、シリコン基板、ガラス基板、
金属基板などが挙げられるが、半導体装置の基板として代表的に用いられるシリコン基板
を汚染しにくい点や、半導体装置の製造工程において汎用されている静電チャックを使用
できる点などを鑑みると、シリコン基板であることが好ましい。
　キャリア基板１２の厚みは、例えば、３００μｍ～５ｍｍの範囲内とされるが、特に限
定されるものではない。
【０１７８】
　接着性層１１は、本発明の半導体装置製造用仮接着剤を、従来公知のスピンコート法、
スプレー法、ローラーコート法、フローコート法、ドクターコート法、浸漬法などを用い
て、キャリア基板１２上に塗布し、次いで、乾燥することにより形成することができる。
　接着性層１１の厚みは、例えば、１～５００μｍの範囲内とされるが、特に限定される
ものではない。
【０１７９】
　次に、以上のようにして得られた接着性支持体と、デバイスウエハとの仮接着、デバイ
スウエハの薄型化、及び、接着性支持体からのデバイスウエハの脱離について詳細に説明
する。
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【０１８０】
　図１Ａに示すように、デバイスウエハ６０（被処理部材）は、シリコン基板６１の表面
６１ａに複数のデバイスチップ６２が設けられてなる。
　ここで、シリコン基板６１の厚さは、例えば、２００～１２００μｍの範囲内となって
いる。
　そして、接着性支持体１００の接着性層１１に対して、シリコン基板６１の表面６１ａ
を押し当てる。これにより、シリコン基板６１の表面６１ａと、接着性層１１とが接着し
、接着性支持体１００とデバイスウエハ６０とが仮接着する。
　またこの後、必要に応じて、接着性支持体１００とデバイスウエハ６０との接着体を加
熱し（熱を照射し）、接着性層をより強靭なものとしても良い。これにより、接着性支持
体と被処理部材との界面におけるアンカー効果が促進されるとともにデバイスウエハ６０
の後述する機械的又は化学的な処理を施している時などに生じやすい接着性層の凝集破壊
を抑制できるため、接着性支持体１００の接着性を高めることになる。
　加熱温度は、５０℃～３００℃であることが好ましく、１００℃～２５０℃であること
がより好ましく、１５０℃～２２０℃であることが更に好ましい。
　加熱時間は、２０秒～１０分であることが好ましく、３０秒～５分であることがより好
ましく、４０秒～３分であることが更に好ましい。
【０１８１】
　次いで、シリコン基板６１の裏面６１ｂに対して、機械的又は化学的な処理、具体的に
は、グライディングや化学機械研磨（ＣＭＰ）等の薄膜化処理を施すことにより、図１Ｂ
に示すように、シリコン基板６１の厚さを薄くし（例えば、厚さ１～２００μｍとし）、
薄型デバイスウエハ６０’を得る。
　また、機械的又は化学的な処理として、薄膜化処理の後に、薄型デバイスウエハ６０’
の裏面６１ｂ’からシリコン基板を貫通する貫通孔（図示せず）を形成し、この貫通孔内
にシリコン貫通電極（図示せず）を形成する処理を、必要に応じて行ってもよい。
【０１８２】
　次いで、接着性支持体１００の接着性層１１から薄型デバイスウエハ６０’の表面６１
ａを脱離する。
　脱離の方法は特に限定されるものではないが、接着性層１１０に剥離液に接触させ、そ
の後、必要に応じて、接着性支持体１００に対して薄型デバイスウエハ６０’を摺動させ
るか、あるいは、接着性支持体１００から薄型デバイスウエハ６０’を剥離することによ
り行うことが好ましい。本発明の仮接着剤は、剥離液に対する親和性が高いため、上記方
法により、接着性層１１０と薄型デバイスウエハ６０’の表面６１ａとの仮接着を容易に
解除することができる。
【０１８３】
　接着性支持体１００から薄型デバイスウエハ６０’を脱離した後、必要に応じて、薄型
デバイスウエハ６０’に対して、種々の公知の処理を施し、薄型デバイスウエハ６０’を
有する半導体装置を製造する。
【０１８４】
＜剥離液＞
　以下、剥離液について詳細に説明する。
【０１８５】
　剥離液としては、水及び、前述した溶剤（Ｋ）（有機溶剤）を使用することができる。
また、剥離液としては、アセトン及びｐ－メンタン等の有機溶剤も好ましい。
　更に、剥離性の観点から、剥離液は、アルカリ、酸、及び界面活性剤を含んでいても良
い。さらに剥離性の観点から、２種以上の有機溶剤及び水、２種以上のアルカリ、酸及び
界面活性剤を混合する形態も好ましい。
【０１８６】
　アルカリとしては、例えば、第三リン酸ナトリウム、第三リン酸カリウム、第三リン酸
アンモニウム、第二リン酸ナトリウム、第二リン酸カリウム、第二リン酸アンモニウム、
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炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸アンモニウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリ
ウム、炭酸水素アンモニウム、ホウ酸ナトリウム、ホウ酸カリウム、ホウ酸アンモニウム
、水酸化ナトリウム、水酸化アンモニウム、水酸化カリウム及び水酸化リチウムなどの無
機アルカリ剤や、モノメチルアミン、ジメチルアミン、トリメチルアミン、モノエチルア
ミン、ジエチルアミン、トリエチルアミン、モノイソプロピルアミン、ジイソプロピルア
ミン、トリイソプロピルアミン、ｎ－ブチルアミン、モノエタノールアミン、ジエタノー
ルアミン、トリエタノールアミン、モノイソプロパノールアミン、ジイソプロパノールア
ミン、エチレンイミン、エチレンジアミン、ピリジン、テトラメチルアンモニウムヒドロ
キシドなどの有機アルカリ剤を使用することができる。これらのアルカリ剤は、単独若し
くは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【０１８７】
　酸としては、ハロゲン化水素、硫酸、硝酸、リン酸、ホウ酸などの無機酸や、メタンス
ルホン酸、エタンスルホン酸、ベンゼンスルホン酸、p-トルエンスルホン酸、トリフルオ
ロメタンスルホン酸、酢酸、クエン酸、ギ酸、グルコン酸、乳酸、シュウ酸、酒石酸など
の有機酸を使用することができる。
【０１８８】
　界面活性剤としては、アニオン系、カチオン系、ノニオン系、両性イオン系の界面活性
剤を使用することができる。この場合、界面活性剤の含有量は、アルカリ水溶液の全量に
対して１～２０質量％であることが好ましく、１～１０質量％であることがより好ましい
。
　界面活性剤の含有量を上記した範囲内とすることにより、接着性支持体１００と薄型デ
バイスウエハ６０’との剥離性をより向上できる傾向となる。
【０１８９】
　アニオン系界面活性剤としては、特に限定されないが、脂肪酸塩類、アビエチン酸塩類
、ヒドロキシアルカンスルホン酸塩類、アルカンスルホン酸塩類、ジアルキルスルホコハ
ク酸塩類、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩類、分岐鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩
類、アルキルナフタレンスルホン酸塩類、アルキルジフェニルエーテル（ジ）スルホン酸
塩類、アルキルフェノキシポリオキシエチレンアルキルスルホン酸塩類、ポリオキシエチ
レンアルキルスルホフェニルエーテル塩類、Ｎ－アルキル－Ｎ－オレイルタウリンナトリ
ウム類、Ｎ－アルキルスルホコハク酸モノアミド二ナトリウム塩類、石油スルホン酸塩類
、硫酸化ヒマシ油、硫酸化牛脂油、脂肪酸アルキルエステルの硫酸エステル塩類、アルキ
ル硫酸エステル塩類、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸エステル塩類、脂肪酸モ
ノグリセリド硫酸エステル塩類、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル硫酸エス
テル塩類、ポリオキシエチレンスチリルフェニルエーテル硫酸エステル塩類、アルキル燐
酸エステル塩類、ポリオキシエチレンアルキルエーテル燐酸エステル塩類、ポリオキシエ
チレンアルキルフェニルエーテル燐酸エステル塩類、スチレン－無水マレイン酸共重合物
の部分けん化物類、オレフィン－無水マレイン酸共重合物の部分けん化物類、ナフタレン
スルホン酸塩ホルマリン縮合物類等が挙げられる。この中で、アルキルベンゼンスルホン
酸塩類、アルキルナフタレンスルホン酸塩類、アルキルジフェニルエーテル（ジ）スルホ
ン酸塩類が特に好ましく用いられる。
【０１９０】
　カチオン系界面活性剤としては、特に限定されないが、従来公知のものを用いることが
できる。例えば、アルキルアミン塩類、第四級アンモニウム塩類、アルキルイミダゾリニ
ウム塩、ポリオキシエチレンアルキルアミン塩類、ポリエチレンポリアミン誘導体が挙げ
られる。
【０１９１】
　ノニオン系界面活性剤としては、特に限定されないが、ポリエチレングリコール型の高
級アルコールエチレンオキサイド付加物、アルキルフェノールエチレンオキサイド付加物
、アルキルナフトールエチレンオキサイド付加物、フェノールエチレンオキサイド付加物
、ナフトールエチレンオキサイド付加物、脂肪酸エチレンオキサイド付加物、多価アルコ
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ール脂肪酸エステルエチレンオキサイド付加物、高級アルキルアミンエチレンオキサイド
付加物、脂肪酸アミドエチレンオキサイド付加物、油脂のエチレンオキサイド付加物、ポ
リプロピレングリコールエチレンオキサイド付加物、ジメチルシロキサン－エチレンオキ
サイドブロックコポリマー、ジメチルシロキサン－（プロピレンオキサイド－エチレンオ
キサイド）ブロックコポリマー、多価アルコール型のグリセロールの脂肪酸エステル、ペ
ンタエリスリトールの脂肪酸エステル、ソルビトールおよびソルビタンの脂肪酸エステル
、ショ糖の脂肪酸エステル、多価アルコールのアルキルエーテル、アルカノールアミン類
の脂肪酸アミド等が挙げられる。この中で、芳香環とエチレンオキサイド鎖を有するもの
が好ましく、アルキル置換又は無置換のフェノールエチレンオキサイド付加物又はアルキ
ル置換又は無置換のナフトールエチレンオキサイド付加物がより好ましい。
【０１９２】
　両性イオン系界面活性剤としては、特に限定されないが、アルキルジメチルアミンオキ
シドなどのアミンオキシド系、アルキルベタインなどのベタイン系、アルキルアミノ脂肪
酸ナトリウムなどのアミノ酸系が挙げられる。特に、置換基を有してもよいアルキルジメ
チルアミンオキシド、置換基を有してもよいアルキルカルボキシベタイン、置換基を有し
てもよいアルキルスルホベタインが好ましく用いられる。具体的には、特開２００８－２
０３３５９号の段落番号〔０２５６〕の式（２）で示される化合物、特開２００８－２７
６１６６号の段落番号〔００２８〕の式（Ｉ）、式（ＩＩ）、式（ＶＩ）で示される化合
物、特開２００９－４７９２７号の段落番号〔００２２〕～〔００２９〕で示される化合
物を用いることができる。
【０１９３】
　更に必要に応じ、消泡剤及び硬水軟化剤のような添加剤を含有することもできる。
【０１９４】
　次いで、従来の実施形態について説明する。
　図２は、従来の接着性支持体とデバイスウエハとの仮接着状態の解除を説明する概略断
面図である。
　従来の実施形態においては、図２に示すように、接着性支持体として、キャリア基板１
２の上に、従来の仮接着剤により形成された接着性層１１’が設けられてなる接着性支持
体１００’を使用し、それ以外は、図１Ａ及び図１Ｂを参照して説明した手順と同様に、
接着性支持体１００’とデバイスウエハとを仮接着し、デバイスウエハにおけるシリコン
基板の薄膜化処理を行い、次いで、上記した手順と同様に、接着性支持体１００’から薄
型デバイスウエハ６０’を剥離する。
【０１９５】
　しかしながら、従来の仮接着剤によれば、高い接着力により被処理部材を仮支持し、処
理済部材に損傷を与えることなく、処理済部材に対する仮支持を容易に解除することが困
難である。例えば、デバイスウエハとキャリア基板との仮接着を充分にしようとするべく
、従来の仮接着剤の内、接着性の高いものを採用すると、デバイスウエハとキャリア基板
との仮接着が強すぎる傾向となる。よって、この強すぎる仮接着を解除するべく、例えば
、図２に示すように、薄型デバイスウエハ６０’の裏面６１ｂ’にテープ（例えば、ダイ
シングテープ）７０を貼り付け、接着性支持体１２０から薄型デバイスウエハ６０’を剥
離する場合においては、バンプ６３が設けられたデバイスチップ６２から、バンプ６３が
脱離するなどして、デバイスチップ６２を破損する不具合が生じやすい。
　一方、従来の仮接着剤の内、接着性が低いものを採用すると、処理済部材に対する仮支
持を容易に解除することはできるが、そもそもデバイスウエハとキャリア基板との仮接着
が弱すぎ、デバイスウエハをキャリア基板で確実に支持できないという不具合が生じやす
い。
【０１９６】
　しかしながら、本発明の仮接着剤により形成された接着性層は、充分な接着性を発現す
るとともに、デバイスウエハ６０と接着性支持体１００との仮接着は、特に、接着性層１
１に剥離液を接触させることにより容易に解除できる。すなわち、本発明の仮接着剤によ



(45) JP 2014-70191 A 2014.4.21

10

20

30

40

50

れば、高い接着力によりデバイスウエハ６０を仮支持できるとともに、薄型デバイスウエ
ハ６０’に損傷を与えることなく、薄型デバイスウエハ６０’に対する仮支持を容易に解
除できる。
【０１９７】
　図３Ａ、図３Ｂ、図３Ｃ及び図３Ｄは、それぞれ、接着性支持体と保護層付デバイスウ
エハとの仮接着を説明する概略断面図、接着性支持体により仮接着された保護層付デバイ
スウエハが薄型化された状態を示す概略断面図、接着性支持体から剥離された保護層付薄
型デバイスウエハを示す概略断面図、及び、薄型デバイスウエハを示す概略断面図である
。
【０１９８】
　図４Ａ及び図４Ｂは、それぞれ、接着性支持体により仮接着されたデバイスウエハが薄
型化された状態を説明する概略断面図、及び、接着性支持体により仮接着された保護層付
デバイスウエハが薄型化された状態を説明する概略断面図である。
【０１９９】
　本発明の上記した第１の実施形態においては、図３Ａに示すように、デバイスウエハ６
０に代えて、保護層付デバイスウエハ１６０（被処理部材）を使用しても良い。
　ここで、保護層付デバイスウエハ１６０は、表面６１ａに複数のデバイスチップ６２が
設けられたシリコン基板６１（被処理基材）と、シリコン基板６１の表面６１ａに設けら
れ、デバイスチップ６２を保護する保護層８０とを有している。
　保護層８０の厚さは、例えば、１～１０００μｍの範囲内となっている。
　保護層８０は、公知のものを制限なく使用することができるが、デバイスチップ６２を
確実に保護できるものが好ましい。
　保護層８０を構成する材料としては、被処理基材を保護する目的であれば、制限なく公
知の化合物を使用することができる。具体的には、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、メラ
ミン樹脂、ユリア樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、アルキド樹脂、ポリウレタン、ポリイ
ミド、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリ塩化ビニル、ポリスチレン、ポリ酢酸ビニル
、テフロン（登録商標）、ＡＢＳ樹脂、ＡＳ樹脂、アクリル樹脂、ポリアミド、ポリアセ
タール、ポリカーボネート、ポリフェニレンエーテル、ポリブチレンテラフタレート、ポ
リエチレンテレフタラート、環状ポリオレフィン、ポリフェニレンスルフィド、ポリスル
ホン、ポリエーテルスルホン、ポリアリレート、ポリエーテルエーテルケトン、ポリアミ
ドイミドなどの合成樹脂や、ロジン、天然ゴムなどの天然樹脂を好ましく使用することが
できる。
　また、保護層８０は、本発明の効果を損なわない範囲で必要に応じて、前記仮接着剤に
含有され得る化合物を含有できる。
【０２００】
　そして、接着性支持体１００の接着性層１１に対して、保護層付デバイスウエハ１６０
の表面１６０ａ（保護層８０の、シリコン基板６１とは反対側の面）を押し当てる。これ
により、保護層付デバイスウエハ１６０の表面１６０ａと、接着性層２１とが接着し、接
着性支持体１００と保護層付デバイスウエハ１６０とが仮接着する。
【０２０１】
　次いで、上記同様、図３Ｂに示すように、シリコン基板６１の厚さを薄くし（例えば厚
さ１～２００μｍのシリコン基板６１’を形成し）、保護層付薄型デバイスウエハ１６０
’を得る。
【０２０２】
　次に、上記同様、接着性支持体１００の接着性層１１から保護層付薄型デバイスウエハ
１６０’の表面１６０ａを脱離して、図３Ｃに示すように、保護層付薄型デバイスウエハ
１６０’を得る。
【０２０３】
　そして、保護層付薄型デバイスウエハ１６０’における保護層８０を、シリコン基板６
１’及びデバイスチップ６２から除去することにより、図３Ｄに示すように、シリコン基
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板６１’にデバイスチップ６２が設けられてなる薄型デバイスウエハを得る。
　保護層８０の除去としては、公知のものをいずれも採用できるが、例えば、（１）保護
層８０を溶剤により溶解除去する方法；（２）保護層８０に剥離用テープなどを貼り付け
、保護層８０をシリコン基板６１’及びデバイスチップ６２から機械的に剥離する方法；
（３）保護層８０に対して、紫外線及び赤外線などの光による露光又はレーザー照射を実
施することによって、保護層８０を分解したり、保護層８０の剥離性を向上させたりする
方法などが挙げられる。
　上記（１）及び（３）は、これらの方法における作用が、保護膜の表面全域に対して為
されるため、保護層８０の除去が容易であるという利点がある。
　上記（２）は、室温下において特段の装置を要することなく、実施が可能という利点が
ある。
【０２０４】
　被処理部材としてデバイスウエハ６０に代えて保護層付デバイスウエハ１６０を用いる
形態は、接着性支持体１００により仮接着されたデバイスウエハ６０を薄型化することに
より得られる薄型デバイスウエハのＴＴＶ（Ｔｏｔａｌ　Ｔｈｉｃｋｎｅｓｓ　Ｖａｒｉ
ａｔｉｏｎ）をより低下したい場合（すなわち、薄型デバイスウエハの平坦性をより向上
させたい場合）に有効である。
　すなわち、接着性支持体１００により仮接着されたデバイスウエハ６０を薄型化する場
合においては、図４Ａに示すように、複数のデバイスチップ６２が為すデバイスウエハ６
０の凹凸形状が、薄型デバイスウエハ６０’の裏面６１ｂ’に転写される傾向となり、Ｔ
ＴＶが大きくなる要素になり得る。
　一方、接着性支持体１００により仮接着された保護層付デバイスウエハ１６０を薄型化
する場合においては、先ず、図４Ｂに示すように、複数のデバイスチップ６２を保護層に
よって保護しているため、保護層付デバイスウエハ１６０の、接着性支持体１１０との接
触面において、凹凸形状をほとんど無くすことが可能である。よって、このような保護層
付デバイスウエハ１６０を接着性支持体１１０によって支持した状態で薄型化しても、複
数のデバイスチップ６２に由来する形状が、保護層付薄型デバイスウエハ１６０’の裏面
６１ｂ”に転写される虞れは低減され、その結果、最終的に得られる薄型デバイスウエハ
のＴＴＶをより低下することができる。
【０２０５】
　また、本発明の仮接着剤は、熱ラジカル重合開始剤（Ｃ）を含有しているので、接着性
層１１を、熱の照射により接着性が減少する接着性層とすることができる。この場合、具
体的には、接着性層１１を、熱の照射を受ける前には、接着性を有する層であるが、熱の
照射を受けた領域においては、接着性が低下ないしは消失する層とすることができる。
　また、本発明の仮接着剤が、光ラジカル重合開始剤（Ｄ）を更に含有する場合には、接
着性層１１を、活性光線若しくは放射線の照射により接着性が減少する接着性層とするこ
とができる。この場合、具体的には、接着性層を、活性光線若しくは放射線の照射を受け
る前には、接着性を有する層であるが、活性光線若しくは放射線の照射を受けた領域にお
いては、接着性が低下ないしは消失する層とすることができる。
【０２０６】
　そこで、本発明においては、デバイスウエハ６０と接着性支持体１００とを接着させる
前に、接着性支持体１００の接着性層１１の、デバイスウエハ６０に接着される面に対し
て、活性光線若しくは放射線又は熱を照射しても良い。
　例えば、活性光線若しくは放射線又は熱の照射により、接着性層を、低接着性領域及び
高接着性領域が形成された接着性層に変換した上で、被処理部材の接着性支持体による仮
接着を行っても良い。以下、この実施形態について説明する。
【０２０７】
　図５Ａは、接着性支持体に対する露光を説明する概略断面図を示し、図５Ｂは、マスク
の概略上面図を示す。
【０２０８】
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　先ず、接着性支持体１００の接着性層１１にマスク４０を介して活性光線又は放射線５
０を照射（すなわち、露光）する。
【０２０９】
　図５Ａ及び図５Ｂに示すように、マスク４０は、中央域に設けられた光透過領域４１と
、周辺域に設けられた遮光領域４２とから構成されている。
　よって、上記露光は、接着性層１１の中央域には露光されるが、中央域を取り囲む周辺
域には露光されない、パターン露光である。
【０２１０】
　図６Ａは、パターン露光された接着性支持体の概略断面図を示し、図６Ｂは、パターン
露光された接着性支持体の概略上面図を示す。
【０２１１】
　上記したように、接着性層１１が、活性光線又は放射線の照射により接着性が減少する
接着性層である場合、上記のパターン露光を行うことにより、接着性支持体１００は、図
６Ａ及び図６Ｂに示すように、中央域及び周辺域に、それぞれ、低接着性領域２１Ａ及び
高接着性領域２１Ｂが形成された接着性層２１を有する接着性支持体１１０に変換される
。
　ここで、本明細書中における「低接着性領域」とは、「高接着性領域」と比較して低い
接着性を有する領域を意味し、接着性を有さない領域（すなわち、「非接着性領域」）を
包含する。同様に、「高接着性領域」とは、「低接着性領域」と比較して高い接着性を有
する領域を意味する。
【０２１２】
　この接着性支持体１１０は、マスク４０を用いたパターン露光により、低接着性領域２
１Ａ及び高接着性領域２１Ｂが設けられるものであるが、マスク４０における光透過領域
及び遮光領域のそれぞれの面積及び形状はミクロンないしはナノオーダーで制御可能であ
る。よって、パターン露光により接着性支持体１１０の接着性層２１に形成される高接着
性領域２１Ｂ及び低接着性領域２１Ａのそれぞれの面積及び形状等を細かく制御できるた
め、接着性層の全体としての接着性を、デバイスウエハ６０のシリコン基板６１をより確
実かつ容易に仮支持できるとともに、薄型デバイスウエハ６０’に損傷を与えることなく
、薄型デバイスウエハ６０’のシリコン基板に対する仮支持をより容易に解除できる程度
の接着性に、高精度で、かつ、容易に制御できる。
【０２１３】
　また、接着性支持体１１０における高接着性領域２１Ｂ、及び、低接着性領域２１Ａは
、パターン露光により、その表面物性が異なるものとはされるが、構造体としては一体と
なっている。よって、高接着性領域２１Ｂと低接着性領域２１Ａとで機械的な物性に大き
な差異はなく、接着性支持体１１０の接着性層２１にデバイスウエハ６０のシリコン基板
６１の表面６１ａが接着され、次いで、シリコン基板６１の裏面６１ｂが薄膜化処理やシ
リコン貫通電極を形成する処理を受けても、接着性層２１の高接着性領域２１Ｂに対応す
る裏面６１ｂの領域と、低接着性領域２１Ａに対応する裏面６１ｂの領域との間で、上記
処理に係る圧力（例えば、研削圧力や研磨圧力など）に差は生じにくく、高接着性領域２
１Ｂ、及び、低接着性領域２１Ａが、上記処理における処理精度に与える影響は少ない。
これは、上記問題を生じやすい、例えば厚さ１～２００μｍの薄型デバイスウエハ６０’
を得る場合において特に有効である。
【０２１４】
　よって、接着性支持体１１０を使用する形態は、デバイスウエハ６０のシリコン基板６
１に上記の処理を施す際に、処理精度に与える影響を抑制しつつ、シリコン基板６１をよ
り確実かつ容易に仮支持できるとともに、薄型デバイスウエハ６０’に損傷を与えること
なく、薄型デバイスウエハ６０’に対する仮支持をより容易に解除できる形態として好ま
しい。
【０２１５】
　また、接着性層１１を、活性光線若しくは放射線又は熱を照射することにより、接着性
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層の基板側の内表面から外表面に向けて接着性が低下された接着性層に変換した上で、被
処理部材の接着性支持体による仮接着を行っても良い。以下、この実施形態について説明
する。
【０２１６】
　図７は、接着性支持体に対する活性光線若しくは放射線又は熱の照射を説明する概略断
面図である。
【０２１７】
　先ず、接着性層１１の外表面に向けて活性光線若しくは放射線又は熱５０’を照射する
ことにより、接着性支持体１００は、図７に示すように、基板側の内表面３１ｂから外表
面３１ａに向けて接着性が低下された接着性層３１を有する接着性支持体１２０に変換さ
れる。
　すなわち、接着性層３１は、外表面３１ａ側には低接着性領域３１Ａを、内表面３１ｂ
側には高接着性領域３１Ｂをそれぞれ有することになる。
　このような接着性層３１は、活性光線若しくは放射線又は熱５０の照射量を、外表面３
１ａには、活性光線若しくは放射線又は熱５０が充分に照射されるものの、内表面３１ｂ
までには、活性光線若しくは放射線又は熱５０が到達しないような照射量とすることによ
り、容易に形成できる。
　ここで、このような照射量の変更は、露光機や加熱装置の設定を変更することにより容
易に行うことができるため、設備コストを抑制できるとともに、接着性層２１，３１の形
成に多くの時間を費やすものでもない。
　また、上記の本発明の実施形態においては、上記の接着性層１１と上記の照射方法とを
組み合わせることにより、構造体としては一体であるが、外表面３１ａにおける接着性が
内表面３１ｂにおける接着性よりも積極的に低くされた接着性層３１が形成されるため、
分離層等の別層を設ける必要もない。
　以上のように、上記の接着性層３１は、その形成が容易である。
【０２１８】
　更に、外表面３１ａにおける接着性及び内表面３１ｂにおける接着性のそれぞれは、接
着性層１１を構成する素材の選択、及び、活性光線若しくは放射線又は熱の照射量の調整
等により、精度良く制御できるものである。
　その結果、基板１２及びシリコン基板６１のそれぞれに対する接着性層３１の接着性を
、デバイスウエハ６０のシリコン基板６１を確実かつ容易に仮支持できるとともに、薄型
デバイスウエハ６０’に損傷を与えることなく、薄型デバイスウエハ６０’のシリコン基
板に対する仮支持を容易に解除できる程度の接着性に、高精度で、かつ、容易に制御でき
る。
【０２１９】
　よって、接着性支持体１２０を使用する形態も、デバイスウエハ６０のシリコン基板６
１に上記の処理を施す際に、シリコン基板６１をより確実かつ容易に仮支持できるととも
に、薄型デバイスウエハ６０’に損傷を与えることなく、薄型デバイスウエハ６０’に対
する仮支持をより容易に解除できる形態として好ましい。
【０２２０】
　本発明の半導体装置の製造方法は、前述した実施の形態に限定されるものではなく、適
宜な変形、改良等が可能である。
【０２２１】
　前述した実施形態において、本発明の半導体装置製造用仮接着剤より形成される接着性
層は、デバイスウエハの仮接着の前に、キャリア基板の上に設けられることにより接着性
支持体を構成したが、先ず、デバイスウエハ等の被処理部材の上に設けられ、次いで、接
着性層が設けられた被処理部材と、基板とが仮接着されても良い。
【０２２２】
　また、例えば、パターン露光に使用されるマスクは、バイナリマスクであっても、ハー
フトーンマスクであっても良い。
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【０２２３】
　また、露光は、マスクを介したマスク露光としたが、電子線等をも用いた描画による選
択的露光であっても良い。
【０２２４】
　また、前述した実施形態において、接着性層は単層構造であるが、接着性層は多層構造
であってもよい。多層構造の接着性層を形成する方法としては、活性光線又は放射線を照
射する前に、前述した従来公知の方法で接着性組成物を段階的に塗布する方法や、活性光
線又は放射線を照射した後に、前述した従来公知の方法で接着性組成物を塗布する方法な
どが挙げられる。接着性層が多層構造である形態において、例えば、接着性層１１が、活
性光線若しくは放射線又は熱の照射により接着性が減少する接着性層である場合には、活
性光線若しくは放射線又は熱の照射により、各層間の接着性を減少させることにより、接
着性層全体としての接着性を減少させることもできる。
【０２２５】
　また、前述した実施形態においては、接着性支持体により支持される被処理部材として
、シリコン基板を挙げたが、これに限定されるものではなく、半導体装置の製造方法にお
いて、機械的又は化学的な処理に供され得るいずれの被処理部材であっても良い。
　例えば、被処理部材としては、化合物半導体基板を挙げることもでき、化合物半導体基
板の具体例としては、ＳｉＣ基板、ＳｉＧｅ基板、ＺｎＳ基板、ＺｎＳｅ基板、ＧａＡｓ
基板、ＩｎＰ基板、及び、ＧａＮ基板などが挙げられる。
【０２２６】
　更に、前述した実施形態においては、接着性支持体により支持されたシリコン基板に対
する機械的又は化学的な処理として、シリコン基板の薄膜化処理、及び、シリコン貫通電
極の形成処理を挙げたが、これらに限定されるものではなく、半導体装置の製造方法にお
いて必要ないずれの処理も挙げられる。
【０２２７】
　その他、前述した実施形態において例示した、マスクにおける光透過領域及び遮光領域
、接着性層における高接着性領域及び低接着性領域、並びに、デバイスウエハにおけるデ
バイスチップの形状，寸法，数，配置箇所等は、本発明を達成できるものであれば任意で
あり、限定されない。
【実施例】
【０２２８】
　以下、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明はその主旨を越えない限
り、以下の実施例に限定されるものではない。尚、特に断りのない限り、「部」、「％」
は質量基準である。
【０２２９】
＜接着性支持体の形成＞
　４インチＳｉウエハに下記表１記載に示す組成の各液状接着剤組成物（仮接着剤）をス
ピンコーター（Ｍｉｋａｓａ製　Ｏｐｔｉｃｏａｔ　ＭＳ－Ａ１００，１２００ｒｐｍ，
３０秒）により塗布したのち、１００℃で３０秒ベークし、厚さ１０μｍの接着性層が設
けられたウエハ１（すなわち接着性支持体）を形成した。
【０２３０】
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【表１】

【０２３１】
　上記表１における各成分は、以下の通りである。
【０２３２】
〔（Ａ）高分子化合物〕
　前掲したものを使用した。
【０２３３】
〔（Ｂ）重合性モノマー〕
重合性モノマー（１）：ＵＡ－１１００Ｈ（新中村化学製、４官能ウレタンアクリレート
）
重合性モノマー（２）：Ａ－ＴＭＰＴ（新中村化学製、トリメチロールプロパントリアク
リレート）
重合性モノマー（３）：Ａ－ＤＰＨ（新中村化学製、６官能アクリレート）
【０２３４】
〔（Ｃ）熱ラジカル重合開始剤〕
熱ラジカル重合開始剤（１）：パーブチルＺ（日油（株）製、ｔ－ブチルパーオキシベン
ゾエート、分解温度（１０時間半減期温度）＝１０４℃）
熱ラジカル重合開始剤（２）：ＫＡＹＡＣＵＲＥ　ＤＥＴＸ－Ｓ（日本化薬社製、２，４
－ジメチルチオキサントン、分解温度（示差熱走査熱量分析（ＤＳＣ）測定値）＝１６２
℃）
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熱ラジカル重合開始剤（３）：ＩＲＧＡＣＵＲＥ　７５４（ＢＡＳＦ製、オキシフェニル
酢酸、２－［２－オキソ－２－フェニルアセトキシエトキシ］エチルエステルとオキシフ
ェニル酢酸、２－（２－ヒドロキシエトキシ）エチルエステルの混合物、分解温度（示差
熱走査熱量分析（ＤＳＣ）測定値）＝２６０℃）
【０２３５】
〔（Ｄ）光ラジカル重合開始剤〕
光ラジカル重合開始剤（１）：ＩＲＧＡＣＵＲＥ　ＯＸＥ　０２（ＢＡＳＦ製）
光ラジカル重合開始剤（２）：ＩＲＧＡＣＵＲＥ　１２７（ＢＡＳＦ製）
【０２３６】
〔（Ｋ）塗布溶剤〕
溶剤（１）：１－メトキシ－２－プロパノールアセテート
【０２３７】
比較例用高分子化合物（１）：エチレン／ブチルアクリレート共重合体（アルドリッチ製
、ブチルアクリレート３５質量％）
比較例用高分子化合物（２）：ポリアクリル酸メチル（Ｍｗ　１５，０００、アルドリッ
チ製）
比較用重合性モノマー（１）：２，２－ビス（４－グリシジルオキシフェニル）プロパン
（東京化成（株）製）
比較用熱酸発生剤（１）：イソプロピルｐ－トルエンスルホネート（東京化成（株）製）
【０２３８】
＜被処理部材の作成＞
　保護層を有さない被処理部材としては、４インチＳｉウエハをそのまま使用した。
　保護層を有する被処理部材としては、４インチＳｉウエハに、下記保護層用化合物の２
０質量％ｐ－メンタン溶液をスピンコーター（Ｍｉｋａｓａ製　Ｏｐｔｉｃｏａｔ　ＭＳ
－Ａ１００，１２００ｒｐｍ，３０秒）により塗布したのち、１００℃で３００秒ベーク
し、厚さ２０μｍの保護層が設けられたウエハを形成した。
　保護層を有する場合も有さない場合も、被処理部材としての上記ウエハを、纏めて、ウ
エハ２と称する。
【０２３９】
［保護層用化合物］
保護層用化合物（１）：クリアロンＰ－１３５（ヤスハラ化学（株）製）
保護層用化合物（２）：アルコンＰ１４０（荒川化学（株）製）
保護層用化合物（３）：ＴＯＰＡＳ５０１３（ポリプラスチックス（株）製）
保護層用化合物（４）：ゼオネックス４８０Ｒ（日本ゼオン（株）製）
【０２４０】
＜接着性試験片の作成＞
　下記表２及び表３に記載の通り、各液状接着剤組成物からなる仮接着剤を用いて、［露
光］、［圧着］、［ベーク］の順に各工程を経て接着性試験片を作成した。
【０２４１】
［露光］
　ウエハ１の接着性層の側から、接着性層の周囲５ｍｍを保護（遮光）するマスクを介し
て、周囲５ｍｍを除いた接着性層の中央部に対して、ＵＶ露光装置（浜松ホトニクス製　
ＬＣ８）を用いて、２５４ｎｍの波長の光を、１００ｍＪ／ｃｍ２の露光量で露光した。
　なお、光ラジカル重合開始剤を含まない液状接着組成物（２８）、（２９）、（３０）
、比較例用液状接着組成物（４）、（５）、（６）を使用した場合は、この露光工程は行
わずに、次工程に移った。
【０２４２】
［圧着］
　ウエハ２を、ウエハ１の接着性層に重ね、２５℃で２０Ｎ／ｃｍ２で３０秒間加圧接着
した。ここで、ウエハ２が保護層が設けられた４インチＳｉウエハである場合は、この保
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護層と、ウエハ１の接着性層とを重ねて、上記のように加圧接着した。
【０２４３】
［ベーク］
　加圧接着後、１８０℃で６０秒間加熱した。
【０２４４】
＜接着性試験片の接着力測定＞
　表２及び表３記載の条件で作成された試験片のせん断接着力を、引っ張り試験機（(株)
イマダ製デジタルフォースゲージ、型式：ＺＰ－５０Ｎ）を用いて、２５０ｍｍ／ｍｉｎ
の条件で接着性層の面に沿った方向に引っ張り測定した。結果を下記表２及び表３に示す
。
【０２４５】
＜剥離性＞
　表２及び表３に記載の条件で作成された試験片を、表２及び表３に記載の剥離液に２５
℃で１８０分間浸漬させた。剥離液から試験片を取り出し、純水で慎重に洗浄した後、２
５℃で乾燥させた。作成された試験片を接着性層の垂直方向に引っ張り、Ｓｉウエハが破
損せずに非常に軽い力で剥離できれば『Ａ』、Ｓｉウエハが破損せずに軽い力で剥離でき
れば『Ｂ』、剥離のためにやや力がいるが実害のないレベルで剥離できれば『Ｃ』、剥離
できなければ『Ｄ』とした。なお、Ｓｉウエハの破損の有無は目視で確認した。
【０２４６】
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【表２】

【０２４７】
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【表３】

【０２４８】
　以上のように、本発明の仮接着剤に相当しない仮接着剤を用いた比較例１～６において
は、剥離性に関しては良好な結果が得られたが、接着性が不十分であった。
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　一方、本発明の仮接着剤を用いた実施例１～４５は、剥離性に関しては良好な結果が得
られるのみならず、優れた接着性を示した。
　よって、本発明の仮接着剤は、被処理部材（半導体ウエハなど）に機械的又は化学的な
処理を施す際に、高い接着力により被処理部材を仮支持できるとともに、処理済部材に損
傷を与えることなく、処理済部材に対する仮支持を容易に解除できるものである。
　また、露光工程を経て形成した接着性層の、光が照射された領域には接着性が全くなか
った。この技術により、被処理部材に対して、接着性層の周縁部のみで接着な接着性支持
体を形成することができるため、特に、被処理部材がデバイスウエハである場合、デバイ
スウエハから接着性支持体を脱離する際に、デバイスの内部損傷をより低減することが可
能である。
【符号の説明】
【０２４９】
１１，１１’，２１，３１　接着性層
１２　キャリア基板
２１Ａ，３１Ａ　低接着性領域
２１Ｂ，３１Ｂ　高接着性領域
４０　マスク
４１　光透過領域
４２　遮光領域
５０　活性光線又は放射線
５０’　活性光線若しくは放射線又は熱
６０　デバイスウエハ
６０’　薄型デバイスウエハ
６１，６１’　シリコン基板
６２　デバイスチップ
６３　バンプ
７０　テープ
８０　保護層
１００，１００’，１１０，１２０　接着性支持体
１６０　保護層付デバイスウエハ
１６０’　保護層付薄型デバイスウエハ
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